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… 市場経済 一 資源配分および経済運行の一様式
伝統 的 な社 会 主 義理 論 は もち ろん,現 代 の西 側経 済 学 もまた,市 場経 済 と資
本 主義 とを混 同 して論 じて い る。伝 統 的社 会 主義 理 論 の保持 者 は,市 場 経 済 を
発展 させ る こ とは資本 主義 を行 う ことで あ る,と 考え て い る。0部 の 西側 の経
済 学 者 は・ 市場経 済 をす るな らば資 本 主義 を しな けれ ば な らな い,と 述 べ て い
る。 この二 つ は ま った く異 な る理 論 な の に,ま るで軌 を一 に して い るか の よ う
で あ る。 その原 因 は,資 源 配分 お よ び経 済 運 行 の様 式 と社 会制 度 とを,同 一 視
して い るか らで あ る。
しか しyこ の二 っ は,い か な る もの で あれ 同一 で は ない。 市場 経 済 は,社 会
制 度 で も 「イデ オ ロギ ー」で もな く,そ れr1身 は,い か な る社 会 制度 の属 性 も,
あ る い はいか な るイ デ オ ロギ ーの属 性 も有 してお らず,そ れ は,資 源配 分 お よ
び経 済 運 行 の様 式 で あ り,か っ て は生 産 様 式 あ るい は生産 と交 換 の様 式 と呼 ば
れ た(マ ルクスはかって次のよ うに述べた。「商品 としての生産物 の交換は,労 働の交換
および各人の労働 の他人[の 労働]へ の依存の一定の形式であ り,社 会的労働 もしくは社
会的生産の 一定の形式である」。 しか し,マ ルクスは,多 くの場合,生 産様式 と生産の社
会的関係あるいは経済制度 とを混同 していた。 この混同 は,占 典学説か ら今日に至るま
で踏襲 され,さ まさまな混乱を引き起 こしてお り,十 分にはっきりさせる必要がある)。
資源 配 分 は,社 会 的 労 働 資 源 お よ び物 的 資 源(生 産 の生 きた要素お よび物の要
素)の 配分 を 含ん で い る。この配 分 あ るい は分 配 は最 初,自 然 に形 成 され た経 済
↑こ体,た とえ ば氏 族 あ るい は家族 の なか で行 われ た。 この1"体 は,自 身 の欲 望
に もとつ いて,領 有 す る労 働 お よび物 質 的要 素 を,さ ま ざ まな生 産 に,た とえ
ば,ど れ だ けの穀 物 をっ くるか,ど れ だ け の家畜 ・家 禽 を飼 うか ,ど れ だ け の
布 を織 るか,ど れ だ け の家 屋 を建 て るか等 々 に,分 配 しな けれ ば な らな い。氏
族 あ る い は家 族 の欲 望 の構 造 は きわ め て 単純 で あ り,分 配 で きる労 働 お よ び物
(86) 市場経済と計画経済(3)145
的資源 は種類 も数量 もごく限 られてい るので,.,.長 や家長 は,そ れ らを完全 に
理解 し,把 握 し,ま た直接 に分配 もしくは配分す ることがで きる。 それ は,労
働お よび物的資源 の直接配分,自 給的性格 の生産 を根本 的特徴 とす る封鎖式経
済,す なわち封鎖式 の資源配分 および経済運行 の様式で あった。
封鎖式 の資源配分様式 は,と うの昔 に歴史の遺跡 にな ってい る。今 日の資源
配分 は,社 会全体 の範囲で行 われてお り,現 代社会 の欲望の構造 や現代社会の
労働お よび物的資源 は,封 鎖式経済の時代 のそれ とはとうてい比べ ることがで
きない。 当時の酋長や家長 がで きた ことにつ いて,現 代国家の大統領 や中央計
画機関 といえど も無力で あ り,た だ現代 の完全 な市場 システムおよび市場 メカ
ニズムだけが,社 会的労働お よび物的資源の有効配分を ・∫能 に し,社 会経済 の
有効運行 を可能 にす る。 これ こそ,現 代 の高度 に社会化 された資源配分 および
経済運 行の様式,す なわち現代 市場経済で ある。
資源配分および経済運行 の達成 可能 の目標 は,第 一 に,配 分 および運行を,
社会的需要 に合致 させ ること,す なわち,社 会経済構造を最適化 に導 くことで
あ る。第二 に,資 源の消費の節約,占 用の減少,回 転 の加速,す なわち,社 会
経済 の効率の増大 に導 くことであ る。構造 の最適化 と効率 の増大 とい う両者 の
総合 は,社 会経済 の効率 ・利益の向上で あ り,社 会の富裕化 であ る。明 らか に
それ は,な ん らかの社会制度 あ るいはイデオロギーの 目標で はな く,人 類 の共
通の追求で あ り,い かな る制度,イ デ オロギー といえ ども例外で はない。「[文化
大`*`一命派の]む しろ貧 しい社会主義を」とい う見解 は,も はやひとび との唾棄す
るところの もので ある。
資源配分 および経済運行 が達成すべ きこの二 つの 目標,あ るいは解決すべ き
二っ の大問題 は,社 会経済 において最 も根本的 な ものであるので,た とえ社会
経済生活が どれ ほど複雑で あった として も,結 局 この二っ の大問題 に帰結 す る
ので ある。
資源配分 および経済運行 の様式 は,そ れ 自身 いかな る社会制度 の属性 も,あ
るいはいか なるイデオロギーの属性 も有 して いないが,に もかかわ らず・ あ る
種 の制度 の 目標 の実現のために,土 台 もしくは条件 を提供 で きる。資源配分お
146商 経 論 叢 第34巻 第2号
(85)
よび経済運行の様式 と,社 会制度 あ るいはイデオロギー とは同一 で な く
,前 者
の発展 および変化 は自然史的過程で あって,人 間 が選択 で きるもので はない。
後者 は選択 で きるものであ るが,た だ しその選択 もまた前者 の制約 を受 ける。
た とえば,封 鎖式経済 に適応す る ものは,人 間の隷属関係 もしくは従属 関係 を
特 徴 とす る社会形態 すなわち前資本主義 のみであ る。資本主義お よび資本Y"_
義 を超越 す る人類 の合理 的社会 に対 す る理想 や追求 はと言えば,高 度 な開放
性 ・社会化経済が存在 しては じめて,す なわ ち現代 市場経済の基礎上で は じめ
て,実 現 可能であ る。
二 経済運行様式の変化の自然史的過程
資源配分 および経済運行 の様式の変化 は,自 然史的過程,す なわち封鎖式経
済が開放性 の社会化 〔経済]に 向か う過程 である。本論文の筆者 は,こ の過程の
考察お よび概括 に もとついて,経 済 の 「社会化」 とい う概念 の真の含意 は次の
とお りだ と考え る。人間 は,自 分の消費 に供 す る生産物 を生産 す るので はな く
,
すべて生 産 は社会の ために行 われ,社 会 の消費 に依存 しなければな らない,と 。
それゆえ,社 会的需要 に合致 し,か っ消費の大小や効率 の高低 で社会的に必要
な水準 に達 して いなければな らない。 それ らを遂行 したか ど うか は,社 会 に
よ って評価 され る。生産者 を含む人間の消費(生 産的消費および生活の消費)は ど
うか とい うと,社 会の生産 に依存す る。 すべてそれ らは,商 品交換 を通 じて し
か,市 場 を通 じて しか,実 現 され ない。 いわゆ る社会の評価 とは,市 場 の評価
の ことで もある。それゆえ,「社会化」は商品化,市 場化 の ことだ と言 って もよ
い 。
しか し,そ れ はまだ 「市場化」の比較 的低次 の概念 にす ぎず,「社会化」はよ
り高次 な ものに発展 して,生 産物 は市場 を通 じて社会が消費す る もの等 々一一
す なわち・生産の社会化一 一になるだけでな く7生 産 の生 きた要素 としての労
働 もまた,市 場 を通 じて社会が使用 する もの一 一すなわち,労 働 の社会化
にな るであろ う。
「社会化」は,さ らに高次 な ものに発展 して,生 産 の物 的要素 と しての財産 も
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また,市 場 を通 じて社会 が使用す るものにな る。 ここで言 う物的要素 としての
財産 とは,物 すなわち財産の物的内容 ではな く測 産権・財産の支配'使 聴
の,す なわち財産権 の社会化 を指 している。
生産物 の社会化,労 働 の社会化,財 産権 の社会化 とい う三っ の社会化 は注
産 もしくは経済の社会化の完全な搬 蠣 成す る・臆 に値 す ることは」 社会
化」が新 しい次元 に入 るたびに,歴 史の時代を画 す る大賭 の到来 を示す とい
うことであ る。三 つの社会化 はすべて,ゆ たかな理論 的内容を もってお り,そ
れ らの内容を明 らか にす ることでy完 全 な 「社 会化」 の概念 は・ は じめて 十分
に説得的にな る。
ここで言 う三っ の社 会化 とは,商 品(市 場)経 済 の発展の三っ の大段階の こと
で もあ る0
古典的経済学説 は,次 のよ うに考 えた。商品生 産に は二 っの発展段階 と,そ
れ に照応す る二つの形態 とがあ るだけである。一つ は 「単純商品生産」 あるい
は 「小商品生産」で あ り,い ま一つ1ま 「資本議 的生産」であ る・ 資本橘 ま
商品生産の 「最高形態」であ る,と 。資源配分 および経済運行の様式 と しての
商品経済 と,繍 制度 と しての資本議 とを混 同 して論 じ・ ま嫡 品繍 を資
本臓 の枠 内 に局 限す るこの肪 は,1云 統 的 な固定馳 を膿 した もので あ
り,鯛 に至 るも凍 側 ではむ ろん,西 側 で も・依然 として この種 の見方が流
　 しているb
筆者 は,歴 史について,と くに20世 紀 の経済発展 の新事実 や新現象 につい
て,考 察 した結果 上記の見方 とは黙 る次 の結論 を得た・資源配分および経
済運行の様式 と社会制度 あ るいは 「イデpギ ーJと を混同 して論ず る論法 を
捨て るだ けでな く商 品経済 の二っの段階論 および二つの形鰍 も時代 に もは
や合致 しない ものにな った ことを認 め,こ れを改あ商 品(市 場)経 済 の三段階
論 を提起すべ きで ある,と 。
人類 はかって純粋 な封鎖式経済 のなかで長 い歳 月を過 ごして きたが,文 字記
録 の歴史の発端の ころ,封 鎖式経済 もまた突破 され・異な る主体 の境 界で商品
交換が生 まれ,封 鎖式経済 をますます不純 な もの に変化 させた・それは・生産
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物 の商品化 の緩慢 な過程 および封鎖式経済 に対す る従属 を示 す時代
,す なわ ち
人類の封鎖式経 済か ら開放性 ・社会化経済へ の初源段階であ った
。
それは,占 い しきた りの墨守,長 年 の もとの まま,変 動の微小,発 展 の遅滞
の時代であ った。 しか し長 い過程 か ら見れば
,生 産物 の商品化 は,広 が りと深
さの両面 で,大 いに前進 した。広が りにつ いて 言えば
,本 論文 の筆者 の分業論
によるな らば,商 品経 済 の起 源 と しての分 業
,そ の第一形態 すなわ ち異 な る
「種」の労働 の区別 は,ひ とびとが新 しい隼産分野 を不断に開拓 し
,そ れによ っ
て,交 換 され る生産物の種類 は不断 に増加 し
,封 鎖式 の セ体の自給以外の剰余
生産物 の交換 か ら交換のための生産の遂行 に変化 し,交 換 され る生産物 の数量
も不断に増加 したことを,意 味す る。深 さにっいて言えば
,分 業の第二形態,
すなわち異 なる 「質」 の労働の区別 はy交 換が労働 のr種 」 に関係す るだ けで
な く,労 働の 「質」,さ らに労働の物質的条件 に触 れ ることを も
y意 味する。む
ろん労働が種類 および質の点で社会的需 要に適応す る程度 は
,や は り,異 な る
種,異 なる質,異 なる物質的条件 の労働 の相互換算 であ り,す べて交換尺度 と
しての価値 の構成要素 であ る。っ ま り,交 換 はます ますその初源の未成熟 な状
態 を離脱 し,人 類 の歴 史 は,ま さにそれ 自身 の活動 あ るいは行為 を衡量 で きる
尺度一 価 値一 一を創 りだ したのであ る。 それ は以下の事実を表 して もいる
。
物 々交換 か ら交換 の尺度 と しての モノが単独 に分離 し
,交 換 の普遍的尺度 と し
ての貨幣が出現す るに至 った,と い うことを。
しか し,そ れで も,こ の時代 に支配 的地位を占めたの は
,や は り封鎖式経済
であ る。この経済 に照応す る ものは,氏 族共同体,奴 隷制 あるいは催役制(封 建
制)等 の前資本 主義的社会形態 であ る。
生産物 の商品化が しか るべ き程度 に達 す ると,生 産物商品だ けに局限で きな
くな る。労働 を も商品に変 えて,は じめて,小 生産状態および旧生産様式 への
隷属 か ら離脱 し,発 展 したシステム,そ れ自身独 立の システムにな ることがで
きる。そ こで封鎖式生産様式 は,上 記 システムの障害 にな り,っ いに瓦解 す る。
労働が普遍的 に商品に変わ ること,す なわち労働 の社会化 は
,雇 用制度 の誕
生および発展 と して現れ,そ れは,人 類 の歴 史の新時代 を切 り拓 き
,商 品が支
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配 的地位を 占める生産様式す なわち経済運行様式 にな り・急激 に発展 し・近代
社会の序幕を開いた。人類の近代経済史 は,商 品生産様式 が不可抗力で もって
世界 を征服す る歴史で あった。
労働 の社会化 は,労 働 の第一次解放 であ り,労 働者 は人身 の隷属 ・従属関係
か ら解放 され,人 類 の労働 の潜在的能 力は大 々的 に発揮 され,社 会的労働資源
は市場 を通 じて有効 に配分 され,そ れによって空 前の巨大 な社会 的富が創造 さ
れ,社 会全体 の知識,文 化,科 学技術お よび経営管理 はかな りの水準 に到達 し
た.し か し,労 働 の社会化 は,労 働 の徹底 的角轍 でな く・労働 はまだ封鎖式財
産所有権の支配 を受 けた.そ こで人類 は,封 鎖式経済か ら開放性 ・社会化の第
二 の大段階,そ れ に照応す る社会制度,す なわち典型 的資本主義 に向か った。
労働 の高度な社会化 は,そ れ と財産権 の封鎖性 との衝突 を引 き起 こ した。封
鎖 式財産権制度 は,労 働 と くに経営力斬 擁 の束縛か ら離脱す ることを妨1デ・
財産 としての社会的物質資源のよ り有効 な配分 および使用 を妨 げたので,開 放
性 ・社会化 の財産権制度 に交替せざ るを得 なか った。
開放性 ・社会化 の財産権制度,す なわち所有者 は,も はや 自己の財産を直接
に支配 ・使 用せず,彼 の 「使用および濫用 の権利」 はi財 産権 の譲渡価格 もし
くは財産権か らの収入 を取得す る権利 に転化す る。 それは,財 産権 の排他性を
捨て させ,支 配 ・使用 もしくは経営 の権利 と所有 の権利 との分離を実現 し,こ
の分離 の普遍化 および深化の結果,財 産 はだれの}賄 であろ うと・すべてネ土会
のために支配 ・使用 され るもの になる。す なわ ち・ ひ とびとはその才能 に もと
つ いて財産 に対す る支配 ・使用権を獲得 し,財 産の支配 ・使用者 は財産権 の価
格 を支払 い,競 争 はその使用機会 の平等 を もた らし,財 産権の価格 は生産物価
格や労働価格 と同様 に,一 つのメカニズム,す なわち・社会的資源 の有効配分
の メカニズムにな る。 このメカニズムは,開 放性 ・社会化 の財産権制度の下で
のみ は じめて生成 す る。
財産権 の社会化 は,市 場を,生 産 物 市場 と労働市場 とを包括す るもの にす る
だ けでな く,財 産権 市場を も包括す る完全 な システムにす る。
財産権 の社会化 は,ミ クロ的 には企業制度 の改革 と して現れ,社 会化 された
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企業 モデル,す なわち現代の株式制 を普遍 的に発達 させ る
。
財産権 の社会化が もた らす完全 な市場 システムは,社 会の成員の各種各様 の
所得 を市場 樋 じて個別 に表現 し,社 会化 の企羅 営 に もよ りい っそ うの公開
性 を帯 びさせ る。 それ は,社 会経済 関係 の趨勢 の透明化 を導 き
,政 府が社会経
済 を調整す るための客観的条件 を提供す る。 このよ うな政府機能 の形成 と具備
は,市 場の欠陥 ・失策 あ るいは失敗をかな りの程度弥縫す る
。 これは,マ クロ
調整を もつ現代 の市場経済 である。
財産権の社会化 は,労 働 の第二次解放 を もた らす。す なわち,労 働者 は財産
の封鎖式所有権の支配の下 か ら解放 され
,こ の ことは,労 働 と所有権の関係 に
一連 の深刻 な変化 を発生 させ る可能性お よび趨勢 を もた
らす。
財産権の社会化 およびそれが引 き起 こす一連 の重大 な経済変革 は
,人 類 が経
済 の高度 に社会化 され た一時代 に入 った ことを示すが
,そ れ は資本主義 を超越
す る現代市場経済の新時代で ある。
人類が封鎖式経済か ら開放性 ・社会化[経 済]に 向か う自然史 的過程 にっ い
て の考察 は・ ひ とび との視野 を広 くし,多 くの重要 な啓 示 を獲得 させ,し た
が って,歴 史 と論理 とが一致 す る経済 の 「社会化」 の完全な概念を形成 させ る
だけでな く,先 人 の理論 の限界および先人の理論 のいまだふれ得 ない若 干の新
しい重要 な領域を も発見 させ る。
三 封 鎖 式 経 済 の 再 現 一一20世 紀 の 歴 史 の 曲 折
封鎖式経済 は,労 働お よび物質的生産条件の直接的配分}自 給 的性格の生産
およ び人 的従 属関係 を特 徴 と し,こ れ に照応 す る もの は前資本 主義 時代で あ
り・すで に歴史の遺跡 にな ってい る。 しか し,こ こで 言う封鎖式経済 はT古 代
の共同体,中 世の荘園 あるいは家父長制小農家族 で はな く
,20世 紀 に存在 す る
大規模 な封鎖式経 済を指 してお り,そ の由来 を問 うな らば,占 典的社会 主義学
説 に遡かのぼ らざるを得 ない。
占典的社会 主義理論 の創始者 は,か って次の ことを認 めた
。社会 †義 は,人
類の社会経済発展 の 自然史的過程 の産物 であ り,そ れ は生産 の高度 な社会化の
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基 礎 の上 にのみ建 設 可 能 で あ る,と 。 これ は,占 典 理論 が ユ ー トピア と異 な る
最 重 要 の論 点 だ といい得 るが,な ぜ生 産 あ るい は経 済 の高 度 な 「社 会 化」 な の
か。 この点 につ いて,古 典学 説 は,人 類 の社 会経 済発 展 の 自然 史 的過 程 にあ い
反 す る回 答 を だ して い る。
「経 済学 は ロ ビ ンソ ン物 語 が好 きで あ る」 ので,マ ル クス はそれ を借 りて,
ま った く重要 な思 想 を慎 重 に表現 した。 彼 の考 え に よれ ば,高 度 に社会 化 され
た生産 あ るい は経 済 は,ロ ビン ソ ンの労働 が あ たか も社会 的 範 囲 で再 現 され る
か の よ うで あ る。
孤 島の ロ ビ ンソ ン ・クル ー ソー(さ らに彼に従属するフライデイ),ロ ビン ソ ン
の労 働 ロ ビ ンソ ンの経 済行 為 は,明 らか に,封 鎖式 経 済 の主体 の行 為 の極 端
な典型 の描 写 で あ る。 い わ ゆ る再 現 は,旧 来 の狭 い範 囲 に おい てで な く,極 度
に拡 大 した範囲,す なわ ち社会 全 体 にお い てで あ る。
マ ル ク スは,「 ロ ビ ンソ ンの明 るい孤 島」か ら 「ヨー ロ ッパ の暗 い中世 」にっ
いて,さ らに家父 長 制農 民 家 族 にっ いて,説 明 して い るが,そ れ らはす べ て封
鎖 式 経済 に属 す る。 最 後 に 自分 が想 定 した未来 社 会 ド自由人 の結 合体 」 に
つ い て述 べ,こ う指 摘 して い る。「ここで は,ロ ビ ンソ ンの労 働 のす べ ての規 定
が再 現 す るの で あ るが,た だ し,個 人的 にで はな く社 会 的 に,で あ る」。しか も,
社会 の範 囲 で の再 現 につ いて,明 白 に解 釈 して い る。 結 合 体[『 資 本論 』 で は
Verein,中 文 で は朕 合体]の 成 員 は,「 共 同 の生 産 手 段 で労 働 し,自 分 たち のた
くさん の個 人 的労 働 力 を 自分 で意 識 して一 つ の社 会 的労 働 力 と して 支出す る」。
こ こで 「労 働 時 間 は二重 の役 割 を演 ず る ことにな るで あ ろ う。 労 働 時 間 の社 会
的 に計 画 的 な配分 は,い ろい ろ な欲 望 に対 す るい ろい ろな労 働機 能 の正 しい割
合 を規 制 す る。 他面 で は,労 働 時 間 は,同 時 に,共 同労働 へ の生産 者 の個 人 的
参 加 の尺 度 と して役 だ ち,し た が って ま た共 同生産 物 中 の個 人 的 に消費 され得
る部 分 にお け る生産 者 の個 人 的 な分 け まえの尺 度 と して役 だ っ」(r資 本論』第1
巻第1章,『 マルクスーエ ンゲルス全集」第23巻,中 文版,93--95ペ ー ジ,大 月書店版
ME全 集,10ZlO5ペ ージを見よ)。
マ ル ク スは さ らに 自身 の この思 想 につ いて,他 の方 法 で多 く論 述 して い る。
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マ ル ク ス とエ ンゲ ル ス は,次 の よ うに考 えた。「社 会化 」 は,生 産 要素 が 不断 に
集 中 し,生 産 規模 が無 限 に拡 大 し,ひ いて は社 会 全体 が一 っ の経 済 主体 にな り,
商 品 ・貨 幣 お よ び 市場 は不必 要 な もの に な り,「除 去 され る」(rマ ルクスーエ ンゲ
ルス選集』第3巻,中 文版,323ペ ージを見 よ)。 カ ウ ッキ ー は,こ の思想 にっ い て,
次 の よ うに解 釈 した。 「す べ て の企 業 は結 合 し,単 一 の大 共 同体 が組 成 され」,
「rl給 自足」,す な わ ち 「自己 の消費 の ため に行 わ れ る共 同 の生 産 」 が行 われ る
(rエル フル ト綱領解説』 三朕書店,1963年,中 文版を見よ)。 レーニ ンも 「社会 全 体 が
一 っ の 一1場とな るで あ ろ う」(『レーニ ン選集』第3巻,中 文版,258ペ ージ,「国家 と
革命』岩波文庫版,142ペ ージ)と は っ き り述 べ て い る。
これ は もと もと一 種 の思 惟,一 種 の理 論 モデ ルで あ り,20世 紀 初 めの ロシア
に お いて実 行 に移 され た。 か くて,封 鎖 式 経 済 の真 の 「再 現 」 が開 始 され た。
1918年 の ロ シア共 産 党 第2回 大 会 は,貨 幣 を消滅 す べ きだ と決 議 した。1920年
の全 ロ シア国民 経 済会 議 第3回 大 会 で は,貨 幣 に代 えて 徐 々 に現物 決 済 す る こ
とが提 起 され,貨 幣消 滅 の任務 の解 決 に着手 す る こ とが建 議 され,貨 幣 消滅 の
措 置 の要 綱 が制定 され,そ の なか に は,賃 金 の現物 化,農 村 との現 物 交換 が含
まれ,貨 幣 に代 え て 「労 働単 位 」を用 い る新 しい決 済[制 度]を 建 設 し,国 家 銀
行 を廃 止 す る こと等 々 にな ったが,し か し,実 行 の結 果 は失 敗 で あ り,国 民経
済 は破 産 に瀕 し,商 品 ・貨 幣 を保留 す る新E経 済]政 策 に転 換 せ ざ るを得 なか っ
た。 しか し,理 論 的 に は この問 題 は解 決 され て い なか った の で,30年 代 に至 っ
て,商 品 ・貨 幣 の 消滅 要求 が再 度提 出 され たが,こ の 要求 は,ま った く当然 の
こ と と して,実 現 で きなか った。
この 事実 に鑑 み,ス ター一リ ンは 占典 理論 の一 部 を修 正 し,も はや商 品 ・貨 幣
を完全 に排 除 せず,商 品 を 「個 人消 費 財」 の狭 い範 囲 に限 定 し,そ れ以 外 の も
の は単 に商 品 の 「形態 」 も しくは 「外 皮 」 を有 し,「 計 算 単位 」 に な る にす ぎな
い,と した。 ま して生 産 手段 とい う生 産 物 が 商品 に な る こ とはあ り得 ず,さ ら
に労 働 お よび財産 権 の商 品化 につ いて語 る ことな ど あ り得 な か った。
ス ター リ ンは,占 典 理論 につ いて,商 品 ・貨 幣 面 で はあ る程 度 修正 す る と同
時 に,財 産 権面 で は強 化 してi封 鎖 式 の国有 制 を 土台 とす る中 央計 画,す なわ
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ち,直 接的 ・指令的計画経済を形成 した。 これが スター リンの制度 モデルであ
り,そ れは東欧 中国 などの国 にあいつ いで広 ま り,そ れぞれの国の特徴 と融
合 したが,基 本的な点,す なわち封鎖性 は改変 されなか った。
いわゆ る封鎖式所有制 は,「 財産権Jを 所有者 の 「占有意志 の領域」,排 他性
の 「使用 および濫用の権利」 と している。所有者 が財産 を使用す るとい うこと
は,労 働 を支配す ることで もあ り,そ れゆえ 占典学説 はまた,「所有権 とは他人
労働の支配で ある」 と考 えた。 ここで 言う排他,支 配,使 用 とは,所 有権の機
能で あ り,所 有権 と一体 であ り,支 配 ・使用権を商品 として譲渡す ることを排
斥す る。 っま り封鎖性 であ る。 ここで 言う他人労働 の支配 とは,私 有制 の場合
を指 し,国 有制 について言 えば,社 会的労働 の直接配分で ある。
国家 による労働の直接配分 は,国 家へ の労働者の従属 を もた らす。 ひ とびと
の職業 ・職場,賃 金,住 宅,医 療お よび退職金 などは,す べて国家の手配 によ
る ものであ り,個 人の自由選択,自 主 ・自力解決 の可能性 は少 な く,こ の手配
はまた,ひ とび との間の身分等級の差 異や待遇 の格差を もた らす。 このよ うな
封鎖式労働制度 は,労 働の解放,労 働者 の才能 ・個性の 自由な発展 とい う社会
主義 が追求す る価値 目標 あるい は制度 目標 を導 くことがで きるであろ うか。
封鎖式労働制度 は,開 放的,競 争的 な労働 市場 を排除す るが,こ の市場 がな
ければ,就 業機会 の平等,報 酬 と労働 との対応,す なわ ち平等労働 ・平 等報酬
とい う社会主義 の目標を実現で きるであろ うか。 また社会 的労働の最適配分 お
よび労働 の高 い効率を行 うことがで きるであろ うか。
労働 の直接配分 だけでな く,資 金,土 地資源,お よび生産手段 という生産物
もまた,国 家 により直接 に配分 され る。 これ らの国有資産 の使用,す なわち企
業経営 もまた,国 家 の政策決定 に したがい,国 家の直接介入を受 ける。す なわ
ち,封 鎖式 の国有財産所有権 は,経 営 を支配 し,経 営 を含む内部労働 を支配 す
る。 このため,人 間の解放,人 間 の才能 と個性 の 自由な発展 は,封 鎖式労働制
度 の束縛 を受 けるだ けでな く,封 鎖式財 産権制度 の さ らに大 きな束縛 を受 け
る。
封鎖式財産権制度 は,経 営 と所有の権利 の分離,企 業 が真 に独 立の圭体 にな
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ることを排 除 し,財 産権 の開放 化 ・社会化 お よび財産権 市場 の形成 を排 除す
る。 しか し,こ れ らか ら離 れて,社 会的物質資源を使用す る機会 の平等,使 用
の収益 と危険 との リンクを達成 で きるであ ろうか。社会的物質資源の最適配分
と有効使用 を達成 で きるで あろ うか。
われわれは,こ の経済が全国か ら大量 の資源を集中 して,い くっか の大事業
を行 うことがで きた ことを見て きたが,支 払 った代価 は しば しば比較的高 か っ
た。 それはまた,投 入 によ って社会的生産高の大幅 な成長を実現 で きたが,そ
れ にと もない,効 率 と利益 は低下 した。
低 い効率 ・利益,ゼ ロの効率 ・利益 あるい はマイナスの効率 ・利益 に至 って
は,こ の経済 にすべか らく生得であ り,根 源 はそれ 自身の独特 の性格 にある。
それ は封鎖式 に属 し,ま た社会全体 の範 囲での再現 で もあ る。
この封鎖式経済の再現 モデル は,古 代 ・中世 の典型的封鎖式経済 とは異 な っ
てお り,後 者が 自然 に形成 され,自 然史的過程 の産物であ ると言 うな らばy前
者 は完全 に人為的であ り,ス ター リンの 言によればfひ とびとが 「何 もない と
ころに建 てた」のであ る。
現代社会 の需要構造 は多様 ・複雑,し か も瞬息万変 で あ り,ま たひ とび と
中央計画機関 を含む 一は,こ れを完全 に知 り,把 握す ることがで きない
ので,労 働お よび物的資源 の直接的かっ非 市場的 な配分 は,社 会 の生産 と需要
との連係を断ち切 り,社 会経済構造 の均衡喪失 を もた らすであろ う。
社会的需要 は多様 ・複雑 であるだ けで な く,社 会的需要を充 たすための労働
(サービスおよび生産物の隼産,経 営に直接あるいは間接に必要な活動を含む)も また,
種類 や質 のLで 千差万別 であるので,同 様 に中央計画機 関を含む内部 の人間で
す ら,実 際に合致 す る評価 を下 す ことはで きない。 それゆえ}労 働 および生産
物 の直接 的かっ非 市場的 な評価 は,労 働 および生産物の価格 をね じ曲げ,ひ と
び との所得 と貢献 との連係 を断 ち切 り,革 新 ・進取 の原動力 の衰微,弛 緩,怠
惰,遅 延 の普遍化 を もた らし,効 率の低 下を もた らす。
労働 および物 的要素の直接配分 および直接 評価 は,し ば しば特権 ・権力を用
いての私利,汚 職 などの腐敗現象 を生 む。
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すでに述 べたよ うに,社 会経済,そ の効率 ・利益の微小 あるいは喪失 は,構
造 の均衡喪失 および効率低下 の所産,す なわち両者の総合表現であ る。封鎖式
経済が社会的範 囲で再現 され る体制 において,構 造 の均衡喪失 と効率低一ドの原
因は,ほ かで もな く,こ の体制 自身 のなか にあ る。 したが って,一 種 の封鎖式
体制 と しての伝統的社会主義 の衰亡 は,も はや避 け られない趨勢 になる。東欧
改革 の失敗 とソ連 の解体 は,さ らに この体制 の破産 を意味 した。 ひ とびとは,
この体制 の深層 の改革 に,す なわ ち改革後 の新体制 に希望を寄せた。
20世 紀,人 類 は,経 済 の高度 に社会化 した新 しい歴 史段階に入 り,人 類 の三
分の一 を占あ る諸国家 は,あ いっ いで封鎖式経済 の社 会的範囲での再現 モデル
を採 用 したが,い まや改革の陣痛 に堪えなければな らず,封 鎖式経済 に別 れを
告 げ,新 しい時代に入 った。 これが20世 紀 の歴史 の曲折で ある。
この曲折 した理論 の根源 は,占 典 の経済社会化理論 の限界にあ り,後 の実践
者が この理論を刷新 で きず,比 較的小 さな修正 しか しなか った点 にある。 その
後 の改革理論 もまた旧体制の実質が,封 鎖式経済 の社会的範囲での再現であ る
ことを示 してお らず,そ れは,人 類 の封鎖式経済か ら開放化,社 会化へ すな
わ ち商品化,市 場化 へ向か う自然史的過程 に背反す るだけでな く,こ の ことに
よ って高度 な開放性 ・社会化経済 においてのみ実現で きる社会主義 の目標,す
なわち人類 の合理的社会 に対 す る理想 もしくは追求 を,実 現で きな くさせたの
であ る。
しか し,封 鎖式体制 と しての伝統 的社会宅義 の衰亡 は,人 類 の合理 的社会 に
対す る理想 と しての社会主義 の破滅 と同 じでな く,そ の理想 は,高 度社会化経
済 の基礎 の上 に実現す ることがで きる。 当今,一 部 の経済 が高度 に社会化 した
国 は,こ の理想 に類似す る,あ る面で ある程度実施 で きる現象 を現 出 し,こ の
点 を説明 している。現代経済 の高度社会化 の基礎上で,ひ とび との制度 目標 に
っ いての選択 は,比 較的大 きな自由空間 を もってお り,制 度 には種,亜 種 変
種 の差異があ り得 るし,ま た異なる制度 の特徴 を兼ね備え ることがで きる。現
代資本主義(C]典 的資本 主義 とは区別される)な のか,現 代社会主義(伝 統的社会主
義とは区別される)な のか,そ れ ともその他 なのか は,各 国人民 の選択 によ って
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決 ま る。
肝 心 な こ とはむ ろん,現 代 資本 主 義 で あれ,現 代 社会 主義 で あ れ,あ る い は
現代 の そ の他 いか な る主義 で あれ,す べ て高度 社 会化 経 済 の基礎 上 に建設 され
な けれ ば な らな い点 にあ る。 そ れ ゆ えy各 国 の改革 はむ ろん制 度 選 択 の如 何 に
よ るが,す べ て経 済 の社 会化,す なわ ち市 場 化 の道 を歩 ま なけれ ばな らな い。
そ れ ゆえ,改 革理 論 は世 界 的性 格 の もの で あ る。 当然 ,そ れ ぞれ の国 は,そ れ
ぞれ の特 色 を もつ で あ ろ う。
封 鎖 式 経 済 の再 現 モ デル は,占 典 お よ び伝 統 的経 済 「社 会 化」 概 念 に由来 す
るだ けで な く,占 典 お よ び伝統 的 な一 連 の高 次 の理 論 に も関連 す る。 そ の うち
最 も重 要 な もの は価 値 理 論,労 働 の非 商品 性 理論,所 有 制理 論 を含 ん で お り,
そ れ らの理 論 の ひ とび とに対 す る影響 は きわ めて大 き く,そ の ため に あ る種 の
固 定観 念 に な って しま う。 以 来 長 い間,経 済 改革 の歩 み は困 難 で あ ったが,そ
の根 本 的原 因 は,改 革 理論 が それ ら高次 の理論 に触 れ る こ とな く,そ の理 論 的
枠 組 を突 破 で きず,さ らに そ れ らの理 論 の 更 新 を信 用 で きな か った か らで あ
る。 観 念 形態 の障 害,お よ び旧体 制 と相 関 す る既 得利 益 の障害 は,た しか に改
革 が 出会 う二 つ の大難 問 題 で あ る。
早 々 と 半世 紀 前 に,オ ー ス ト リア の経 済 学 者 ミー ゼ ス(Miser)と ハ イ エ ク
(Hayek)は,中 央 計 画経 済 が有 効 に運 行 で き るか ど うか とい う挑 戦 を提 出 し,
国 際 論争 を引 き起 こ した。 いわ ゆ る中央 計 画経 済 とは,封 鎖式 の国 有 制 を土 台
とす る直 接 的 ・指 令 的 な計 画経 済 の こ とで あ る。 この論 争 で,ポ ー ラ ン ドの経
済学 者 ラ ンゲ(Lange)は,挑 戦 に応 じ,中 央 計 画機 関 が 「模擬 市場 」 と 「計算
価 格 」 を通 じて資 源 を配 分 す るモ デ ルを提 出 した。 しか し,市 場 は 「模 擬 」 し
に く く,価 格 もまた 「計算 」 で きる もの で は な い。 模擬 市場 は真正 の 市場 で は
な く,計 算 価 格 も真 正 の価 格 で は ない。 それ ゆ え,こ の モデ ル は実 質 的 に は依
然 と して直接 的 ・指 令 的 な資 源 の計 画 配 分 で あ り,資 源 の有 効配 分 お よ び経 済
の有効 運 行 を もた らす こ とはで きな い。
ラ ンゲ後,東 欧 の経 済 改革 の な かで,ポ ・一ラ ン ドの ブル ス(Brun) ,チ ェ コス
ロヴ ァキ アの シ ク(Sik) ,ハ ンガ リー の コ ル ナイ(Kornai)な どの理 論 が あ った。
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これ らの理論 の互いの差異をすて,そ の共通点 を とるな らば,計 画 一市場 モデ
ル と言 うことがで きる。 このモデルのなかの市場 は,も はや模擬 市場 ではない
が,た だ し生産物 市場 と労働市場 とに限定 され,財 産権市場 は含 まれない。 そ
れゆえ,封 鎖式 の国有制 に触 れてお らず,旧 来 の直接 的 ・指令的計画経済 の枠
組 とい う不変 の土台の上 に市場 を導入 しただ けである。結果 として,二 重制度
の長期併存,相 互摩擦,ひ とびとの間の経済関係の大 きな歪みを生 みだ し,資
源 の有効配分 と経済 の有効運行を達成で きないだ けでな く,腐 敗現象 を含 む内
部 のさまざまな弊害を も生みだ し,社 会経済 を困難 に陥 らせ,東 欧経済改革を
失敗に終 わ らせたので ある。
ソ連 は,解 体 前,市 場経済を 目標 とす る改革 の実行の必要 を宣 言していたが,
この改革 は遅 々 として進 まなか った。長期間実行 して きた封鎖式経済,す なわ
ち直接的 ・指令 的経済 か ら,高 度 な開放性 ・社会化経済,す なわち現代 市場経
済 にどのよ うに して転換す るのか。 そのためには根本的改革 を行 わなければな
らないが,各 項 目の改革を どのよ うに配合 し,伝 統 的意識形態 および旧体制 と
相 関す る既得利益の障害 をどのよ うに排除す るのか。 これ ら一連 の難 問題の解
決 には,高 次の理論的指導 が必要で あ り,経 済学 の新 たな突破 と発展が必要で
あ る。
巾国 の経済改革 と東欧 ・ソ連 のそれ とが大 き く異な るのはi次 の点で ある。
東欧 の二重制度 の長期併存 が経済 を苦境 に陥 らせ るに至 った とき,中 国 は10
年 の改革 でかな りの非国有制多元経済を発展 させ,増 や してお り・ 東欧の改革
が封鎖式国有制 に触 れないとき,中 国 の経済学者 は財産権制度 にっいて広範 か
っ深 い探究を行 い,財 産権社会化の新理論お よび財産権 に関係す るその他 の論
点を提 出 し,国 有財産権制度の改革のために,理 論的準備 を行 った。 目下,中
国 の経済改革 は道程 の半ばを歩んでお り,か りに改革 に100歩 が必要だ とすれ
ば,す で に50歩 を歩んだ と言 うことがで き,後 の50歩 は国有経済 を重点 とす
る全面的 な深 い改革であ り,比 較的大 きな困難 を ともな うが,改 革 を続行 し,
かっそのテ ンポを速 めることだけが,中 国経済の唯一の活路であ る。
中国経済 は,3年 の調整後,新 しい改革の ラウン ドに入 ろ うとしてい る。新 し
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い改 革 の ラ ウ ン ドは,こ れ まで の改 革 の次 元 に留 ま って は な らず
,深 い系統 的
な改 革が あ って は じめて,改 革 の発 展 の趨勢 に合 致 し,国 内 お よ び世界 の情 勢
の要 求 に適応 す る。
深 い系統 的 な改 革 と して,こ れ ま で の改 革理 論 はyと くに計 画一 市場 モデ ル
お よび そ の ヴ ァ リア ン トを含 め て,適 用 で きな い。 新 しい改 革 は,新 しい理論
を求 めて い る。
深 い系 統 的 な改革 は・ 明晰 な改革 目標 が な けれ ば な らず,し たが って この 目
標 ・モデ ルの 内包 お よ びそ の科 学 性 と実行 可能 性 につ いて,十 分 に論証 しな け
れ ば な らな い。
経 済 改革 の 目標 は,実 際 に は次 の二 っ を含 ん で い る。 第一一は,資 源 配 分 お よ
び経 済運 行 の様式,あ るい は生 産 お よび交 換 の様 式 にお い て,到 達 す べ き 目標
で あ り,そ の 目標 は,高 度 な開 放性 ・社 会化 経 済,す な わ ち現代rlf場 経 済 で あ
る。 第 二は,制 度 目標 す なわ ち,社 会 主義 的 人類 と して の合理 的 社 会 に対 す
る理 想 あ る い は追 求 で あ る。
この 目標 ・モ デ ルの 内包 お よ び その科 学 性 と実 行 可 能性 につ いて説 明 し,論
証 す るとす れ ば,わ れ われ が言 う 占典 お よ び伝 統 的 な一 連 の高次 の理 論 お よ
び これ らの理 論 が 明示 しえ て い な い新 しい領 域 に触 れ な けれ ば な らず,先 人 の
理論 の欠 陥 お よび局 限性 を揚 棄 し,更 新 しな け れば な らず,先 人 が い まだ明 示
して い な い 重要 な分野 を探 索 し,新 しい理 論 を創 立 しな けれ ば な らな い。
四 生産物の社会化一一一価値理論の更新
わ れ わ れ は,商 品(市 場)経 済 の三 っ の 大段 階 論 にお い て,生 産 物 の社 会 化 に
言及 した が,こ こで それ につ いて深 い考 察 をす るな らば,価 値 とい うか つ て生
産者 の 「命運 の神 」と呼 ばれ た,商 品(市 場)経 済 の運 行 を 「宅宰 」 した もの に,
触 れ ざるを得 な い。
一 部 の価 値 学 説 史 は多 岐 にわ た る見 解 に充 ちて い るが
,そ の なか で最 も代表
的,最 も影 響 の あ る もの は,ス ミス,リ カ ー ド,マ ル クスの労働 価 値 論 さ ら
に は マー シ ャルを代 表 とす る需給 均 衡 価値 論 で あ る。 後 者 は,限 界 効 用論,生
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産費 用 論,需 給論 な どの学 説 を総 合 した もので あ る。 しか し,こ の二 大価 値論
も価 格 現 象 を1分 に説 明 で きて お らず,価 格 現 象 の本 質 を明示 で きて いな い。
本論 文 の筆者 の考 え に よれ ば,価 値 にっ いて の探究 は,商 品 の成 因 につ いて
の認 識 を 前提 にす べ きで あ る。 占典学 説 以 来,経 済学 は もっぱ ら,商 品交 換 お
よび商 品 生 産 の成 因 は分 業 と私 有 制 とにあ る とみ な し,今 日に いた る も,東 西
を含 めて多 くの経 済学 者 は,あ い変 わ らず この見 方 を 引 き延 して 用 いて い る。
しか し,筆 者 の考 え に よれ ば,こ の 見方 はす で に時 代 お くれ にな って い る。 分
業 は もち ろん商 品経 済 の原 因 で あ るが,分 業 につ いて 深 い考 察 をせ ず に,分 業
を一 般 的 に論 じるだ けな らば,交 換 の必 要 を引 きだ せ るだ けで,市 場 を通 ず る
交 換 す な わ ち商 品交 換 が,な ぜ 不 可避 で あ るか を説 明 で きない。 こ こで はい わ
ゆ る分 業 につ いて の深 い考察 を示 す。 異 な る種,異 な る質 の労 働 が 分 配 され る
と して,そ れ らに対 す る社 会 の需 要 を直接 に知 る方 法 はな い。 それ は難問 題 で
あ り,異 な る種 異 な る質 の労 働 が交 換 され る と して,そ れ らにっ いて,労 働
の 自然 尺度(時 間)で 計 る方 法 もな い。 これ もま た難 問 題,ま さに二 つ の大難 問
題 で あ り,商 品 交 換 を不 可避 にす る。
生 産 手 段 とい う財 産 が誰 の所 有 に属 す るか,私 有 か それ と も公有 か は,商 品
経 済 の原 因 とはな らな い。 異 な る種,異 な る質 の労 働 に対 す る社 会 の需 要 を各
生 産 者 が 直接 に知 る ことが で きた り,異 な る種,異 な る質 の労 働 を直接 に計 り
比較 す る ことがで きる と した ら,た とえ私 有制 で あ って も,商 品生 産 は必 要 で
な い。 反 対 の場 合,た とえ非 私有 制 で あ って も,商 品 生産 は同 じ く不 可避 とな
る。
総 じて生 産 手 段 の帰 属 を商 品経 済 の成 因 とみ なす理 由 は,ひ とび との見 方 に
よ る もので あ って,生 産 手段 とい う財 産 の所有 者 だ けが 自身 の独 立の利 益 を も
ち,商 品 交換 の主 体 で あ るか の よ うに考 え る。実 際,「 財 産 」 と言 え ば,人 間 の
労 働能 力sと くに知識 ・知 能 が最 も重要 で あ る。そ の使 用 や 発揮 が労 働 で あ る。
したが って,労 働能 力 を もつ者 はす べて 労働 の主体 で あ る。 そ れ らの主 体 は,
ま さに労働 の種 類 の不 同や質 の差 異 に よ って,自 身 の独r_の 利益 を もっ ので あ
る。 商 品 交 換 は本 質 的 に は労 働 の交 換 で あ り,そ れ は,商 品 が労 働 の物 化 形態
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であ るだ けでな く,近 代以来,労 働 その ものが商品 にな ったか らで もあ る。 当
然,現 代 の財産の社会化 によ り,財 産権 の譲渡 もまた一種 の商品交換であ るがT
労働 の交換 は依然 と して最人,最 普遍 の形態であ る。統計 によれば,1985年 の
アメ リカの個人所得 中,利 子お よび利潤 や賃貸収入 は16 .7%を 占め,賃 金 ・給
与収入 は59,57%を 占める。 それゆえ,生 産手段 とい う財産の所有者だ けが独
立の利益 を もち,商 品交換 の主体 にな り得 るとい う認識 したが って私有制 を
商品経済 の成 因 とみなす認識 は,欠 点が あ り誤 りであ る。
分業 につ いての深 い考察 は,さ らに次の ことを示 す。人間の労働 に は,種 の
区別 と質の差 異が あるだけで な く,労 働 の効率 はまた生産 の物質的条件の優劣
の影響を受 け る。 それゆえ,労 働 の交換 は三つの次元 あるいは三っの形態 に分
ける ことがで きる。A異 なる種の労働 の交換。B異 な る種および異な る質
の労働 の交換。C異 なる種,異 な る質お よび異な る物質的条件 の労働 の交換。
交換 を行 うこれ らの異なる労働 は,異 な る主体 に属す る。 それゆえ,交 換 は量
を比 べなければな らない。 異なる種 の労働 は,量 を比べ なければな らない し,
異な る質 の労働 もまた量を比べなければな らない。それ らを比べ ることは,社
会的需要 に符合 しているか どうか}社 会 的需要の程度 に符合 しているかど うか
であ り,そ れ らの複雑 の程度 熟練 の程度,す なわち作用の大小 および効率 の
高低 を比 べ ることであ る。需要に符合 す る程度 および複雑 の程度,熟 練の程度
はすべて,一 っの量 に転化 し,換 算 され,あ るいは 「抽象」される。その量 は,
商品(市 場)経 済 の発展 の自然史 的過 程がつ くりだ した尺度 によ って計 られ,そ
の尺度 はつ ま り価値で ある。
分業 と交換 の初期,人 類 の労働能力 の格差 はまだ顕著でな く,し たが って労
働 の 「抽象 」は,基 本 的には,労 働 の種類 に関係す るだけであ り,労 働 の種 の
差異 を捨 て去 り,す べて等 しい労働 とみ な して,そ の量を評定 した。 これ は第
一 の抽象 であ り
,労 働 の抽象の 単純 な形態 である。後 に,分 業 の発展 および人
間 の労働能 力の格差の顕著 な拡大 に ともない,抽 象 はますます労働 の質 に関係
す るよ うにな り,す なわち複雑労働 および熟練労働 は,倍 加 された単純労働 お
よび不熟練労働 に換算 された。 これ は第二 の抽象 であ り,労 働の抽象 の比較 的
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高 い形態であ る。 しか し,労 働 の格差 の拡大 と同時 に,生 産の物質的条件 の格
差 もまた拡大 し,進 んだ生産手段 を用い る労働 は比較的高い効率なので,交 換
において,後 れた物質的条件 を用い る労働 と比 べ るな らば,後 者の倍加 として
換算 しなければな らない。 これは第三 の抽象で ある。
ここで言 う 「抽象」 とは,人 間 の思惟 の抽象 ではな く,現 実の経済過程 であ
り,そ れ は,交 換 を通 じて,市 場 および競争 を通 じて,行 われ る。 ひ とたび市
場 および競争 を通 じるな らば,異 な る種 異な る質お よび異な る物質 的条件の
労働 それ らが社会の需要(市 場の需要)に 合致す るか どうか,需 要 に合致す る
程度 はどのよ うな ものか は,か な らず抽象過程 に入 り,そ れ は人間の願望で は
変わ らない,不 可避 の もの となる。 それゆえ,こ の 「抽象」あ るいは評価 の過
程 は,か な らず異なる労働(生 産物あるいはサービス)に 対す る衡 量 比較 換算
を行 うだけでな く,異 な る労働(生 産物あるいはサービス)の 供給 と社会の需要
(市場の需要)と の均衡問題 を も解決す る。 このよ うな抽象過程 を経て得 られ る
「量」は,す なわち社会的必要労働 あるいは価値 の量で ある。 しか し,次 の こと
を指摘 してお くべ きであ る。すなわち,こ の社会 的必要労働 とい う概念 は,生
産 において消費 された労働 の量 的に社会が必要 とす るものを指すだ けでな く,
消費 された労働が種類 および質 において も,社 会が必要 とす る もの,す なわち
社会 の需要 に合 うものであることを指 してお り,こ の社会的需要 に対す る適応
性 もまた,社 会的必要労働 の 「量」 に表現 され る。
以 上で述 べた 「抽象」あ るいは評価 の結果 は,つ ま り価格 の形成であ る。
価値 とは何 か。価値 は,価 格 の実体 あ るいは法則で あ り,価 格 が どのよ うに
生成 し,ど のよ うに作用す るかを説明す るものであ る。 この ことにつ いて最 も
簡単 な概括 をす るな らば,次 のように説明で きる。競争 により,す なわち市場
が形成 する価値 とい う尺度 によ り,す べての生産者の経済行為 を衡量 あるいは
評価 し,そ れ らを社会の需要に 自動的に適応 させ,浪 費を節約 させ,回 転 を加
速 させ,そ の結果,社 会経済構造 の最適化 と効率の増進 を生 みだすのである,
と。
本論 文の筆者 は,商 品(市 場)経 済 の成因にっいての非伝統的分析,分 業 およ
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び労働交換 にっいての非伝統的分析,お よび価値形成過程 にっ いての非伝統的
分析 を通 じて,占 典 の価値論を更新す る ものである。 占典 の価値論 には重大 な
欠陥や限界が あるが,浅 薄 な説 ではな く,そ れは,人 類 による富 の創造活動 と
い う高い次元か ら出発 してお り,高 度 な深 さを もってお り,更 新す ることがで
きる。筆者 は,商 品(市 場)経 済 の成因論 に 言及 した さい,二 っの人 きな難問題
を提 出 したが,一 つ は労働 の配分 であ り,い ま 一っ は労働 の交換 であ った。前
者 の解決 は経済 の構造問題で あ り,後 者の解決 は経済 の効率 問題であ る。社会
経済問題 の繁雑 ・複雑 を 諄うとすれ ば,結 局 この 二っの大問題 に帰結す る。 商
品(市 場)経 済が不 可避 な理由 ・原因 は,そ れ にたよ って この二っの大難問題 を
解決 しなければな らない点 にあ り,価 値理論 はまさにこの 二っ の大難問題 の解
決を 目的 に している。 占典 の生産 「社会化」理論の欠陥 はこの 二っの大問題 に
あ り,占 典の価値理論 もまた同様 であ り,い ま世界人 口の三分 の一 を占める諸
国 の人間 もまた,こ の二っの人難問題のために困惑 して いる。
前述 した商品経済 の成因論 と分業お よび労働交換 の学説 の ほかに,最 も重要
な ものは,マ ル クスの価値論 と同等 と してよい抽象的労働 の学説である。 この
学説 は,社 会 的需要 に対 す る異 なる労働 の適応性 を労働 の抽象過程 には入 れな
い。 マル クスは社会の供給 と需要 は均衡す ると仮定 してお り,供 給 と需要 とが
確実 に常 に均衡を保 っ とすれば,抽 象過程 に入れ ようと入れ まいと同 じことで
あ る。 しか し実際には,供 給 と需要 は常 に均衡状態 を保っわけで はない。 卜分
に競争的で完全なrf∫場 システムのなかで,供 給 と需要 はおおまかに均衡 し,ま
た不均衡 もあ るが,こ のおおまかな均衡状態 は,ま さに供給 と需要 とが労働 の
抽象 すなわち価値形成過程 に入 ることによる ものであ り,し たが って価値 に需
給 の結果を調整 させ ることがで きる。
マルクスは一面 では,価 値 は社会的必要労働 であ ることを認 めたが,他 面で
は,社 会的需要 に対す る労働 の適応性 を社会的必要労働 の外 に排除 した。 まさ
か社会的需要 に適応せず,社 会が認 めていな い労働 を社会的必要労働 だとみな
す ことがで きるだろ うか。最 も重要 な ことは,社 会的需要 に対す る労働 の適応
度 を,労 働 の抽象過程,お よびこの過程 の結果,す なわち社会的必要労働 とい
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う概 念 の外 に排 除 す る ことな ど根 本 的 にで きな い,と い うこ とで あ る。労 働 の
抽象 は,市 場 お よ び競 争 を通 じな い限 り,直 接 の評 価 に変 化 し,封 鎖 式 経 済 の
再 現 に変化 す る。
マル クス もz社 会 的需 要 に対 す る労 働 の適応 性 を ま った く無 視 したの で はな
いが,価 格 だ けが解 決 す るで あ ろ う問題 で あ って,価 値 に は属 さな い とみ な し
た。 こ う して,価 値 は価 格 と分 離 した きわめ て不 完全 な概 念 にな った。 わ れ わ
れ はか つ て次 の よ うに述 べ た。価 格 は,価 値 の実 体 で あ りs価 格 が いか に形 成
されsい か に作 用 す るかを説 明す る もので あ る,と 。 しか し,価 格 と遊離 した
欠 陥 の あ る価値 概 念 と して は,こ れ を説 明す るこ とが で きな い。 それ は,価 格
が恒 常 的 に不 断 に価 値 と乖 離 す る とい う結論 を得 る こ とが で き るだ けで あ る。
わ れ わ れ は,価 格 と価 値 の乖 離 を否 定 しな いが,こ の意 味 で の乖 離 で はな く,
価 値 が完 全 な概念 で あ る とい う条 件 の下 で,独 占,価 格 に対 す る経済 外 的介 入,
た とえ ば行 政 の定価,さ らに市 場 の失 敗 等 々に よ る乖 離 で あ り,十 分 競 争 的 な
完 全 な 市場 とい う正常 な条 件 の下 で は,価 格 と価 値 は ほぼ一 致 し,恒 常 的乖 離
はな いO
価格 と遊離 した この種 の不完 全 な価 値 論 は,種 類 にお いて も,質 に お いて も,
社 会 的需 要 に対 す る労 働 の適 応性 を無 視 す るので,社 会 的需 要 の構 造 が この鍵
を直接 に了解 し,完 全 に把 握 す る方法 が な い とい う事 実 を,見 る ことがで きず,
十分重 視 で きて い な い。 そ こで,労 働 は直接 に配 分 で きるか の よ うに な る。 種
類 に お いて,と くに質 にお い て,労 働 の差異 性 を無視 す るの で,異 な る労働 の
直接 的計 量 につ いて の 困難 と不 可能 性 を 見 る こと,あ るい は十分 重 視 す る こ と
は難 しい。 そ こで,労 働 もまた直接 に交 換 で きるか の よ うにな る。 マ ル ク スは
ま さに,n身 の価値 理 論 を完 成 す る と同時 に,時 間 を尺 度 とす る労働 の直接 配
分 お よび直 接交 換 の構 想 を っ く りだ した。 それ と彼 の価値 理論 は,関 係 が な い
と は 言えな い。 と くに,需 要 ・供給 を 単 に価 格 の問題 とみ な し,こ う して,価
値 は純 粋 に労 働 時 間 に な り,い ったん価 格 が 商 品 ・貨 幣 の後 に した が って 「消
滅 」 す る と,「 価 値」 は時 間 を尺 度 とす る労 働 の直接 の配 分 お よび交 換 にな る。
エ ンゲ ル ス はか つ て,こ の価 値 は未 来社 会 に残 るで あ ろ うす べ てで あ る,と 考
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え た。
その後 ス ター リンは,商 品 ・貨 幣 形態 を保 留 し,し たが って 「価 格」 形 態 も
保 留 したの で,一 部 の経 済学 者 は,こ れ に よ って,マ ル ク スの時 間 を尺 度 とす
る論 点 を改 造 し,「計 算 価値 」 あ るい は 「計 算価 格 」等 の理 論 を っ くり
,そ れ は
伝統 的 な社 会 主義 モ デル に お け る価 格制 度 の理論 的基 礎 に な った
。 計 画原 価 プ
ラス計 画利 潤 に もとつ く定 価 が もた らす価格 の歪 曲,さ らに社 会経 済 関 係 の大
きな歪 曲 は,こ の理 論 の 破産 を証 明 した。
長年,労 働 は,直 接 の操 作 にす ぎな い,単 純 な肉体 の 支出 に す ぎな い とみな
され て きたの で,精 神 的活動 は労 働 とみ な され なか った。 しか し,人 類 の労 働
の知 識化 に よ り,精 神 的活 動 が主 要 な地位 を 占 め る よ うに な った ので
,労 働 が
富 を創 造 し,価 値 を創造 す ると い う古典 の学 説 は,無 視 で きな い挑戦 に遭 遇 し
た。すで に出版 され た少 しば か り評 判 の著作 は,次 の よ うに述 べ て い る。「世 界
の ブル ー カ ラー労 働 者 階級 の人 数 お よ び重要 性 はF降 し
a生 産 物 の製造 に費 や
され る労 働 の価 値 は ゼ ロに向 か って い る。 ひ とび と は新 しい経 済 理論 を求 め て
い る」(J・Naisbitt&PAburdene ,ル彪9α砺召η482000,1990.邦,沢 『トウェ ンティハ ン ド
レッ ド2000』Ll本 経済新聞社)。
事実,ス ミスが提 出 した 「労 働一 般 」,マ ル クスが提 出 した 「抽 象 的労 働 」 は
す べ て,精 神 労働 を排 除 して いな い。 しか し,当 時 の雇 用労 働 者 は,基 本 的 に
はた しか に肉 体労 働 に従 事 して いた。 一一世紀 半後 の今 日,人 類 の労 働 の質 は大
き く向 上 し,労 働 は ま さに一 歩進 ん で知識 化 し,知 能 ・知 識 はす で に現 代 の生
産 力 の 榎 な要素 に な った.こ の周 知 の事 実 は次 の こ とを説 明 して い る
。 「労
働 」 とい う占い概 念,そ の 内容 ・構 造 は,た しか にす で に 巨大 な変 化 を発生 さ
せ て い るの でs労 働 とい う概 念 を新 た に再 定 義 しな け れ ば な らな い(本 論文の
「七」を見よ)。
マ ー シ ャルの需 給 均 衡価 値 論 につ いて の論 評 は
,こ こで は省 略 す る。
過 去 の価値 理 論 は,一 般 に商 品 と して の生 産 物 の価 値 論 だ けに限 られ て い た
が,本 論 文 の筆 者 は,労 働 の商 品性 理論 お よ び財 産 権 の社会 化 理 論 を提 出 した
の で,商[>iTiiとして の生 きた労 働 の価値 理 論 ,お よび財産 権 の譲 渡価 格 の理 論 の
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説 明 は,す べて新価値論 に含め ることがで きる。 しか し・ ここで は行論の都合
で,そ れ らはす ぐ後 の労働 の商品性理論 および財産権 の社会化理論のなかで併
せて探究す る。
五 労 働 の社 会 化 労 働 力 商 品 論 の 揚 棄 と労 働 商 品 論 の 創 立
われわれ は経済の社会化の三大段階 に言及 した さいに,そ のなかの第二段階
すなわ ち労働 の社会化 を,労 働 の商品化 であ ると単純 に解釈 した。 しか し,労
働 が商品 にな ることがで きるか どうか,価 値を有す るか どうか,等 価交換 で き
るか ど うか,そ れ は経済学 の歴史 にお いて今 日にいた る も未解決 の問題 で あ
る。
ス ミスはかって生 きた労働 も商品であ ると考えたが,労 働 と資本 との交換 を
解明で きなか ったため,苦 境 におちい った。 この苦境か ら脱 出す るたぬ マル
クスは,労 働者が売 るもの は労働でな く,労 働能 力で あるとい う考 えを提 出 し
たが,こ れが労働力商品論 であ る。労働力 とい う商品 の価値 は,労 働力 の再生
産費で あり,あ るいは労働 力の再生産 に必要 な生活手段 の価値 を 言う。
本来,人 間 の才能 ・知力 ・知識 は,他 人 に譲渡 した り・他人 に使用 させた り
す ることがきわめて困難で ある。しか し,労 働 が主 として肉体労働 であるとき,
他人 を使用す るとい う形式 を採用す ることは可能で あ り,事 実,か つて大量 に
存在 し,そ の使用 は外在的 な強制的性格 の労働 で もあ った。比較的早期の雇用
制度が このよ うな ものであ り,そ れ1ま奴隷制 の痕跡 を帯 びていた・ しか も当時
の賃金水準 は,ほ ぼ労働 力の再生産 費に相当 した。 セた るものが肉体労働 であ
るとい う条件 の下で は,労 働力の再生産費 とい う範躊 もまた理解 し得 るもので
あ り,そ れゆえ労働力商品論 も説得的で あるかのよ うである。
しか しなが ら,労 働力商品論 によれば,商 品 ・貨幣 を廃止 し,市 場 を廃iヒし,
したが って労働 力商品を も廃止 しない限 り,労 働 は永遠 に資本 の所有権 の支配
か ら脱出で きず,永 遠 に労働力の価値 を獲得 で きるだけで あ り,永 遠 に労働 の
平等,報 酬 の平等 を実現で きない。ところが,実 践 が証明 しているのであるが,
商品 ・貨幣がな く,市 場が なければ}労 働 の平等,報 酬の平等 はsま す ます実
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現不可能 な ものに変化 す る。
実際 労働者 は配 の労働 を売 るが,そ れ は畢寛 流通過程 におけ る現象
も しくは形式であ り,実 質 あ るいは内容か ら言えば
,ま さに労働者が支出す る
もの は・労働 であ って労働能力で はなし・。 この点 はマル クスも認 めてい る.生
産 には二っの大 きな要素,す なわち物 的要素および生 きた要素 がある
。 いわゆ
る物 的要素すなわち土地(天 然資源を含む)お よび資本(労 働が創造する物質的条
件,貨 幣形態および実物形態を含む),い わゆ る生 きた要素 すなわ ち労働力で はな
く労働一一 この点 は同様 にかつて マル クスも認 あて いた一一一 は
,セ ー(Say)の
生産要素論 に 蛤 致 してい る(当 然 物的要素も価値を創造できるということで1まな
い)。
しか も,更 新 され た価値論 によれば,労 働 と資本 との交換 は解釈 で きるので
あ る。価値 はまず第一 に社会 の需要 に対す る労働 の適応性 によ
って決 ま らざ る
を得ない以上,ま た{分 な競争がな く,独 占およびその他の特殊 な条件が存在
す る条件の下 で,価 値 と価格 の長期 にわた る乖離 あるい は不等価交換が発生せ
ざ るを得 ない以上濯 用制度 の比較 的早期の発展 において構 価交換 は不可避
で ある。労働 の物質 的条件 を喪失 した労働者 は
,こ の条件 を独 占す る資本所有
者 に雇 って もらわなければな らず,一 方 は売 るだけで買 わないのに
,他 方1蝦
うだ けで売 らない。一一一方 は過剰 な労働があ るだけなのに
,他 方 は不足が ちの資
本 があ る・一方 は売 らなければ暮 ら していけないのに池 方は買 わな くて 梱
らない。 このよ うな条件 の下 で,ど う して等価交換 があ り得 るだろ うか。
しか し,わ れわれ は雇用制度 の比較的早期の現象 を見 るだけでな く
,そ の後
の発展および変化 を も考察 す る必要 があ る
。
雇用制度 の発展お よび変化の原因 は,ま ず第一 に労働 の質 の向上にある。A
早期 の雇用 に関係 す るものが主 と して肉体労働 であるとすれば
,人 類 の精神的
な富 の蓄積,社 会全体 の知識 ・技術 ・経 営管理 の水準 の向 上によ
って,精 神労
働 の社会的労働全体 における比重 は不断 に増大す る
。社会的労働 は不断 に知力
化 してお り,現 代 の雇用制度 に関係 す るものは,さ らに多 くの ものが,精 神 と
肉体 とを併用 した活動 にな り・精神労働 になる,と 言って もよい。 人間 の知識
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や天賦 は,譲 渡 した り他人 に使用 させ た りで きない し,精 神労働 は強制す るこ
とが難 しい。 それゆえ,労 働力商品論 すなわち労働者が売 るもの は,労 働で
はな く労働能力 であるy労 働 は商品ではな く,労 働 力だけが商品で ある,と 認
識す る理論 は,危 機 をは っき り示 した。B主 た るものが肉体労働で あるとい
う条件 の下で,労 働 力の再生産費が その境界線 を探 しだせ るとすれば,主 た る
ものが精神労働 になる時代 には,境 界線 を探 しだす ことはきわめて難 しい。人
間の身体 に潜在 す る知力 は,譲 渡で きないだけでな く,そ の再生産費 に等 しい
価値 も存在 しない。実際 労働 の質 の変化 に応 じて,労 働者の所得 は もはや労
働 力の再生産費 に限定 されず,も はや当期の消費 に限定 されず,少 々の貯蓄が
可能 とな り,こ の貯蓄 は銀行 に預 けたり,株 式 ・債券を買い,個 人 の財産 にな
る。 それ は,労 働者の発展 に有利で あるだけでな く,労 働者 に労働 と資本の交
換 の比較 的有利 な条件をか ち取 らせ る。C労 働 の質 の変化 は,労 働者の組織
度 の向上,す なわち労働組合 の力量 の増 強を もた らす。 これ もまた,労 働者 に
比較的多 くの合理 的利益 を得 させ る。
雇用制度の下での資本蓄積 は,社 会経済の発展 に対 して きわめて大 きな役割
を果たすが,そ れはまた,生 産 の発展 が労働者 の所得の伸 びを上回 るよ うに し
て,過 剰生産恐慌 を生 みだ し,そ の後 は政府の介入 に頼 らざ るを得ず,ケ イ ン
ズの需要管理等 の措置施策を採用 させ,危 機 を溶解 し,就 業機会および労働者
所得 のある程度の伸 びを もた らす。 これ もまた,雇 用制度 の発展お よび変化の
一表現であ る。
総 じて,雇 用制度 の発展 および変化 の趨勢 は,労 働力 の売買す なわち労働の
不等価交換か ら,労 働 の商品化す なわち労働 の等価交換へ の転変で ある。 しか
し,こ の転変 は財産権 の社会化 の時代 には じめて完成可能 にな る。商品 と して
の労働 と商品 と しての労働生産物 は,同 じよ うに価値 を もっ。この価値 もまた,
異 なる種 の労働 異 なる質 の労働,お よび異 なる社会的需要度 に適応す る労働
の 「抽象」で ある。
あ る者 は古典の理論 を援用 し,労 働 は価値 を形成す るものであ り,価 値の実
体 であ り,そ れ自身は価値 を もっ ことがで きないと言 い,労 働 が価値 を もっ と
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い うことは 「同義反復」 あるい は 「循環論法」であ ると言う。 これ らの説法 に
は道理がない。それぞれの人間 が提供す る具体的形態 の労働 は,価 値 を形成で
きず,価 値 の実体 で もない。 ただ交換を通 じて,種 類 や質 において,労 働 を社
会的需要度 に適応 させて,評 価 され るので ある。同時 にまた,た だ交換 を通 じ
て,質 や種類 において異な る労働を換算で きるので ある。 このよ うな評価,換
算 を通 じて,抽 象 的な量を得 るが,そ れは もはや労働量 ではな く,価 値量であ
る。 これが 「同義反復」 あ るいは 「循環論法」 であろ うか。
さ らにある者 は,占 典や伝統 的理論 を援用 して,社 会的必要労働 の量を社会
的必要労働の 「時間」 だ と見 なす。事実,労 働 はひとたび抽象 されれば,労 働
の自然 的形態 はただちに消失 し,労 働 の自然的尺度 も消え失せ,社 会的必要労
働 は もはや労働 ではな く価値であ り,そ れ はもはや労働 の自然的尺度 と しての
時間を用 いて計 ることはで きず,た だ価値 とい う社会的尺度 と しての貨幣 を用
いて計 ることがで きるだけであ る。
ひ とびとが 占典や伝統的理論 を援用 す る説法,す なわ ち 「抽象的労働 が価値
を創造す る」は,価 値形成の前 に抽象 的労働が存在す るかのよ うであ る(こ れは
当然人間の思惟の抽象を指すのではない)。実際 ひ とびとが富 を創造 し,価 値を創
造す る活動 はすべて具体的であ り,わ れわれが 言うところの抽象過程 を通 じて
は じめて価値 にな るので ある。 したが って,わ れわれ は抽象的労働 が価値を創
造す るとは言 わずに,「 価値 は労働 の抽象 であ る」 と言 うことがで きる。
あ る者の労働,そ の具体 的形態お よび抽象 的形態 は,二 っ の異な るものであ
り,量 的に も互いに きわめて異 なる ものである。 具体 的形態 は,労 働者が支出
する交換対象 と しての労働 であるが,抽 象的形態 は交換対象 としての労働 にっ
いて 市場が評価 した結果 である。 た とえば,あ る者が1日 に8時 間 の具体 的形
態の労働 を支出す ると して,市 場 の評価 および換算を通 じて得 られ る抽象 的労
働の量 は,一 般 に8時 間 には相 当せず,も しかす ると16時 間,24時 間……に相
当す るか もしれない し,も しかす るとただの4時 間,2時 間……に相当す るか
もしれない。 ここで 「相 当す る」 と言 うのは,貝 体 的労働や抽象的労働 の量 に
対 して,ま さに計量尺度が同一 で はあ り得 ないか らであ る。
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六 財産権の社会化 所有制理論の革命
いわゆ る財産権 の社会化 とは,現 代 的な開放性 ・社会化 の財産制度 が,伝 統
的な封鎖式所有制 に取 って代わ る過程の ことであ る。何 が封鎖式所有制で,何
が開放性 の社会化 の財産制度であ るのか は,本 論 文の第二,第 三章で,す でに
個別 に簡単 な解釈 を した。労働の社会化の標識 が雇用制度 の普遍的形成であ る
とす れば,財 産権 の社会化 の標識 は,以 下 の点 にある。A株 式会社の大発展
B証 券市場 は健全 な方 向へ進 み,財 産権売買 は正 しい軌道 に入 ること,C
社会経済 に対 す る政府 の比較的完備 した調整機能 の形成。 これ らの変革 は,ほ
ぼ20世 紀 の初 めか ら第二次大戦前 に発生 し,大 戦後,大 幅に発展 した。
1封 鎖式所有制 およびその理論 の揚棄
理論 的に言 って,株 式会社で あれ,財 産権市場 であれ,財 産権一 一所有権 と
支配 ・使用権(あ るいは経営権)の 分離の深化を意味す る。
封鎖式生産様式が早 くに突破 され始 めたように,封 鎖式所有制 もまた,生 産
物 の社会化 が緩 やか に進行 している時代 に,早 くも突破 され始 めていた。 それ
は主 と して,上 地 の小作 を指 してお り,い くらか早 期の実物あ るいは貨幣の貸
借(高 利貸)関 係を も含み,そ れは所有権 と使用権 とのあ る種 の分離 を意味 し
た。 だが土地使用者の活動 は,径 役労働 の性格 を有 していた。彼 らと所有者の
間 には一種 の人身 の隷属 関係があ り,実 物 あるいは貨幣の借入者 と所有者 の間
もまた,商 品生産者間の対等 な契約関係 ではなか った。 したが って,基 本的 に
はまだ封鎖式所 有制 に属 していた。
雇用制度 の変化の根源が労働の質 の向上 にあるとすれば,財 産制度 の変革 の
原因 は,財 産 の内容 の更新 にある。 むろん労働 の質 の向上 あ るいは財産内容 の
更新 はすべて,人 類の能力,す なわ ち生産力 の進歩 の結果である。
財産 の内容 につ いて言えば,早 期 の財産 は主 として土地財産で あ り,自 然 が
生 みだ した もので あった。 その後,人 類 の文明の進歩 に ともない,文 明が創 り
だ した道具 ・機械 ・動力 などが しだ いに財産 の主要 な内容 にな った。 同時 に,
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封鎖経済 に代 わって商品経済が支配的地位 を 占めるとともに,財 産 も実物形態
か ら価値す なわち貨幣形態 に変わ り,か っ財産権の商品化過程が始 まった。 し
か し,財 産内容 の更新 はここで終 わ ったのではな く,現 在 の趨勢で は知能 ・知
識が ます ます財産の主要 な内容 にな り,社 会経済 の発展 はます ます,ど の程度
知識 の蓄積 があるか,ど れ ほど科学技術 の水準 が高 いか,ど れ ほど実用的な新
しい創造 ・発明を提供で きるか,に よ って決 まる。過 去の時代,人 的条件 が物
的条件 に従属 し,ハ ー ドへの投入 が ソフ トへの投入 よ り大 きか った とすれば,
現代経済 の発展 は,物 的条件が人的条件 に従属 し,ソ フ トへの投入が さ らに重
要 な地位 を占めてい ることを示 している。関連資料 によれば,先 進国 の経済発
展 において,科 学 技術 の進歩 による発展 は,発 展 全体 の70%前 後 を 占めて い
る。現代化の本質 は,人 間の現代化 にあ る。財産権の角度 か ら見れば,土 地財
産権,資 金財産権 のほか,知 識財産権が ますます重要 な地位 を占め るであろ う。
財産権 の商品化 の最初の形式 は貸借 であるが,こ のよ うな貸借 はすで に商品
交換 の対 等 な契約 関係 にな ってお り,も はや隷 属的関係 の性格 を もって お ら
ず,利 子 や地 代 は競争 によ って,市 場 によって決 まる。財産権 の商品化 とは,
支配 ・使用権 すなわち経営権 と,所 有権 との分離 である。 支配お よび使用 は,
財産権 の具体 的形態であ り,所 有者 は具体的形態 の財産権 を譲 り渡 すが,そ れ
は有償 の譲渡 であ り,支 配 し使用す る者 は,財 産権 の譲渡価格を条件 に して,
利子 や地代 な どを支払 う。財産権の所有者 は,そ の支配 ・使用者 と同一 で はな
く,前 者が もっ ものは,抽 象 的形態の財産権,す なわち一定量 の貨 幣(ど んな実
物形態に転化するかは問わない,そ れは支配 ・使用者の権利である)あ るいは一定 の
地片の所有権 であ る。 この支配 ・使用 と分離 した所有権 その経済的意義 は財
産権所得 の取得 だけであ る。
貸借,と くに借 りることすなわち信用貸付関係 は,財 産 の商品化の重要 な形
式 である。 しか し,貸 借関係 における借 り手 はかな らず返済能力を備 えていな
けれ ばな らず,そ れゆえ,一 般 に財産 の所有者 で もあ り,彼 らは所有者身分 と
して,自 己に属す る資本や借入資本 を直接 に支配 ・使用す る。 それゆえ,貸 借
とい う形式 のみに限れば,財 産権 の封鎖性 を排除で きない。 このよ うな条件 の
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下 で は,
少数 の所有者 が財産すなわち社会的物質 資源 の支配 および使用を独 占 し
ているが,彼 らはかな らず しも社会的物質資源 を支配 し使用す る才能,す なわ
ち経営 および管理 の才能 を備 えていない。反対 に,社 会成員のなかで この才能
を備 えてい る者 が支配 ・使用権 を もっていないため,そ の才能 を発揮 できない
ことがある。すなわち,社 会的物質 資源 の使用機会 は不平等である。それゆえ,
社会的物質資源 もまた十分 に,合 理的 に,有 効 に使用で きない。
社会的物質資源に対す る支配 は,同 時 に労働 に対す る支配であ り,両 者
は不可分 の過程 である。 したが って,物 質 資源 の使用機会 の不平等 はまた労働
資源 の使用機会 の不平等 および就業機会 の不平等を意味す る。 また同様 に,社
会的労働 資源 を十分 に,合 理 的に,有 効 に使用で きないことを意味す る。
労働 は財産所有権 の支配 を受 けるので,労 働 もまた一歩進 んで解放 を獲
得で きない。 したが って,労 働 の等価交換 も依然 と して実 現で きず,労 働者 の
欲望 も依然 として資本の価値増殖 の外的抑制 を受 け,過 剰生産恐 慌の根源 もま
た依然 と して存在す る。
所有権 の封鎖 性が存在 す るため,市 場 はまさに完全 な程度 に到達 で き
ず,ま ず第一 に資金 とい う生産 の物的要素 の市場 は,広 さと深 さにおいて,十
分 に発展で きず,同 時 にまた労働 とい う生 きた要素 の市場 にも影響 し,同 様に,
とくに深 さにおいて,す なわち労働 の等価交換 の真の実現 において,十 分 に発
展で きない。
一一 市場 の不 完全 さのため,社 会経済生活 の透明度を高 めることは難 しくな
り,た とえば,市 場 が完全 な程度 に到達 して いない とき,社 会の成員の各種の
異な る所得 は市場を通 じて完全 に個別に表現で きない。企業 の経営状況 も公開
されてお らず透明で もない。 このよ うな条件 の下 で は,多 種多様な所得の政府
による調整,し たが って社会経済 関係や経済運行の機能 の調整 もまた,形 成で
きない し,完 備で きない。
すべてそれ らは,生 産 の社会化 あるいは経済 の社会化 の一歩進ん だ発展 を妨
げる。19世 紀,マ ル クスはかつて,自 己の観察 に もとついて,生 産 の社会化 と
172商 経 論 叢 第34巻 第2号 C59)
財産 私 有 制 との矛盾 を提起 し,こ の矛 盾 は商品 経済 と私 有制 の同 時 的滅 亡 を も
た らす,と 考 え た。「生 産 手段 の集 中 も,労 働 の社 会 化 も,そ れが そ の資 本主 義
的 な外 皮 と調 和 で きな くな る一点 に到達 す る。 そ こで 外皮 は爆破 され る。 資本
主義 的 私 有 の最 後 を告 げ る鐘 が 鳴 る」(r資 本論』 第1巻 第24章,中 文版全集第23
巻,831ペ ージ,大 月版ME全 集第23巻995ペ ージを見よ)。 しか し,一一世紀 余 りが
過 ぎ,歴 史 の事 実 とマ ル ク スの論 断 とは異 な る もの に な った。 商 品経 済 は滅 亡
せ ず,さ らに高 い段 階,す な わ ち現 代 市場 経 済 の新 しい段 階 に発 展 した。 私 有
制 も資本 主義 も死 滅 せ ず,変 化 が発 生 した。 私 有制 は社 会 化 され,そ れ は資本
主義 を非 占典 的a非 典 型 的 形態 に変 化 させ た。 多年 ひ とび とは,歴 史 の事 実 に
よ って否定 され た この論 断 を す で に揚棄 して きた けれ ど も,い ま だ に この論 断
の理論 的 由来 を明 らか に して お らず,さ らに新 しい完 全 な理 論 を用 いて,こ の
きわ め て 重要 な段 階 の歴 史 的事 実 を新 た に説 明 で きて い ない。
本 論 文 の筆 者 の考 え に よれ ば,マ ル クスが この よ うな論 断 を下 した の は,ま
さに生 産 の 「社 会 化」 を封 鎖式 経 済 の拡 大 した範 囲 で の再 現 だ と見 な し,と く
に 占典 の封 鎖 式 所 有制 の理 論 を徹 底 的 に揚 棄 しな か った結 果 で あ る。
封鎖 式 所 有 制 理論 は,そ の後 ス ター リ ンを通 じて強化 ・発 展 し,そ の 内包 に
は次 の諸 点 が 含 まれ た。A所 有 制 と は,生 産 手段 の帰 属,す なわ ち誰 の所 有
に帰 属 す るか で あ る。B誰 の所有 に帰属 す るか は,誰 の 支配 お よび使 用 に帰
属 す るか で あ り,あ る い は 「ローマ法 」 によれ ば,所 有権 は 「使 用 お よ び濫 用
の権 利 」 で あ る。C生 産 手段 の帰 属 は,生 産 お よび分 配 等 の関係 を 「決 定 」
す る。D生 産 手段 の所 有 制 は,社 会制 度 の性格 を 「決 定 」 す るだ けで な く,
生 産 お よび交 換 の様 式,資 源配 分 お よび経 済運 行 の様 式 を も 「決 定」 す る。
筆 者 は,60年 代 初 めか ら伝 統 的所 有 制 理論 につ いて探 究 を始 めて お り,70年
代 末 か ら80年 代 に,こ の探 究 を展 開 ・深化 し(r社 会主義経済論一一 論中国経済改
革』第1-一一2巻,経 済科学出版社,1985年,中 文版を見よ),所 有制 あ る い は財 産権 制
度 の本質 は,ま ず もって財 産 が どの よ うに支 配 ・使 用 され るか にあ り,支 配 お
よ び使 用 の様 式,す な わ ち 占有 の様式 にあ り,所 有 権 の帰 属 ,す な わ ち 「誰 の
所 有 に帰 属 す るか」 に はな い こ とを 明 らか に した。
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たとえばy伝 統的所有制理論 によれば,財 産の私有が資本主義の本質であ っ
て,財 産 の帰属が経済制度 を 「決定」で きることをあたか も証明 したかのよ う
に言 う。われわれの説 では,と っ くに資本主義以 前に財産 は私有 であ って,雇
用制度の誕生 とともに,は じめて資本†義 が存在 す るよ うにな ったのであ り・
雇用制度 は,財 産 の支配 お よび使用の様式 に属す ると同時 に,労 働 の支配様式
で もある。伝統的所有制理論の保持者の弁解 によれば,い かなる者 の私有かで
な く,資 本家の私有で あるが,わ れわれ の説で は,も っと明白であ り,資 本家
と労働者 はまさに雇用制度 の産物であ り,雇 用制度がなければ,資 本家 も近代
の労働者 もないので ある。
た とえば,伝 統的所有制理論 は,私 有制を商品経済 の原因 と見 な し,財 産の
帰属 が経済運行 の様式 を 「決定」で きることをあたか も証明 したかのよ うに占
う。われわれ はすで に,商 品経済 の成因論 において,財 産 の私有 は商品経済 の
原因で はまった くないことを論証 した。
たとえば,伝 統的所有制理論 によれば,公 有制 は 「労働 に応 じた」分配 を も
た らすが,わ れわれの説 では,財 産 の公有 は,ひ とび との財産上の権利 の均等
を表明 しているだけであ り,こ の ような均等 が分配 を 「決定」す る とすれば,
たかだか平均的分配 がで きるだけで ある。「労働 に応 じた分配」はa労 働 の直接
交換 としては,実 現不可能で あ り,市 場 を通ず る労働 の交換 として,労 働 の等
価交換 とな り,そ の成因 は商品経済 の成因であ り,財 産権 とは無関係で ある。
伝統 的所有制理論 によれば,国 有制 は,社 会経済が計画経済であ ることを 「決
定」す るが,わ れわれの説で は,直 接的 ・指令的計画経済 は,本 来,封 鎖式国
有制概念の内包であ り,後 者が前者 を 「決定」す ると茜うことは,同 義反復に
す ぎない。
た とえば,伝 統的所有制理論 は,財 産権 を,神 聖で,絶 対的排他的で,分 割
不可能で,す べてを任意 に支配 し決定す る権利 と見なすのに対 して,わ れわれ
の説 では,経 済 の社会化の 自然史的過程 は,名 実 ともに,こ の神聖 な財産権 自
身 が不 可避的に商品 に 「身 を落 とす」 こと,す なわち,財 産権の社会化 の道 を
歩 む ことを 「決定」す るのである。
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財産権 の封鎖性 あ るいは開放化,社 会化 は,現 代 の所有制 の最 も根本的で,
最 も高次元の問題で あ り,財 産権の社会化 は,社 会的資源 の配分構造の最適化
お よび効率 の増大を もた らすだ けでな く,労 働 と所有権 の関係 の変革を も引 き
起 こす。所有権 の帰属 すなわち 「誰の所有 に帰属す るか」 にいた っては,財
産権 の社会化 の条件 の下で,す で に財産権 の第二次的問題で あ り,こ れ に関係
す る ものは,基 本的 には所有権所得 および蓄積 メカニ ズムであ る。
2財 産権 の社会化 と企業制度 市場 システムおよび政府機能
株式会社 を典型 とす る企業制度の更新 は,ミ クロ経済分析分野 における財産
権社会化 の表現 である。現代 の株式制 は,所 有権 と支配 ・使用権 との分離が深
化 した一形式 である。それ は臨時 あるい期限付 きの分離で はな く,永 久的分離
すなわち永久的投 資であ り(企 業が破産するまで),そ れ は機能資本 と貨幣資本 と
の関係で はな く,真 の独 立の経営(労 働)主 体 と多元的所有者 の問の対等な関係
である。所有者がその財産(一一定量の貨幣)で 株 券を買 うこと,す なわ ち所有権
所得 を請求 す る証書を買 うことは,経 営(労 働)主 体が株券 で財産権 を買 うこ
と,財 産 に対す る支配 ・使用権 を買 うことに等 しい。
所有者 がい ったん貨幣財産 を株券 に変 えて しまえば,財 産 に対 す る支配 ・使
用権を失 い,経 営 主体 の外 に置かれ る。 た とえ企業の職員 ・労働者が 自社株 を
保有す る者であ るとして も,所 有者 と して企業経営 に介入す ることはで きず,
自社株保有者 と他企業 の職員 ・労働者 の株式保有者 とには,い かなる違 い もな
い。現代 の株式 制 は,株 式権の大小 によって大株 主が政策決定権を握 る体制を
ます ます排除 してお り,豊 かな経営管理 の知識 や才能を もっ専門家 が政 策決定
を行 う制度 を採用 している。それ はr経 営(労 働)が 所有権の束縛か ら逃 れ ると
い う全般的趨勢 に合致 している。所有権所得 は,財 産 の支配 ・使用者,す なわ
ち労働者の所得 の一部 であ り,所 有権を買 う価格 と して所有者 に支払 われる。
その価額 は,企 業経営 の効率 ・利益 の高低 によって決 まる。所有者 は,比 較的
高 い財産収益 を得 る可能性 もあ り,利 益 をわずか しか得 られないとかyさ らに
は株 の元手を損 して しまう可能性 もあ り,そ れは一樋 の危険 な投 資であ る。 し
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か し,現 代 の株式制 は,有 限責任 の実行 をその特徴の一つ と してお り,企 業が
破産 したとき,そ の債務 に対す る追求 は企業法人の財産 に限定 され る。
それ は企業制度 の歴 史的性格 の変革 であ り,比 較 的完備 したメカニ ズムの生
成 を もた らす。財産 の支配 ・使用権 と分離 した所有者 は,単 純 な投 資者 として,
財産 を増やすためにで きるだけ資本 を,効 率 ・利益 がよ り大 きく・ リスクがよ
り小 さい部門や企業 に投入 しようとす る。 しか し,所 有権の束縛を離脱 し,あ
るいは所有者 の才能 などの制限を排除 した,完 全 な自主的権利 を もっ経営(労
働)主 体,そ のすべての財産 は,有 償使用で あ り,「濫用」で きず,し たが って,
で きるだけ占用 を減 らし,占 用 の効率 ・利益を高度化 させ ようとす る。市場 メ
カニズムがよ り完備 した条件の下 で,効 率 ・利益 の最大の者 は,社 会的需要 に
最 も適応で きてお り,最 も効率的な者で ある。財産 の所有者 だろうが支配 ・使
用者だ ろうが,効 率 ・利益 の追求 を競 うことは,社 会経済構造 の最適化 と効率
の増大を もた らし,社 会経済の二っ の根本問題 を解決 す ることがで きる。
所有権価格 あ るいは所得 の制約を受 ける所有者 の投資行為 は,別 の役割,す
なわちその資金 の投 資方向の転換を通 じて,企 業経営 の要員に対す る選択や監
督 とい う役割を果 たす。現代の株式制の下で は,あ る企業 の経営が よ くない と
すれば,経 営者 の水準 がよ り低 いか,他 の面で不合格であ ることを証明 してお
り,株 券 の保有者 はその企業 の株券を売却 して,他 の企業 の株券を買 うで あろ
う。 したが って,往 々に して企業破産 にいた らない うちに,指 導者が更迭 され
る可能性があ る。十分 な競争が ある条件 の下で,そ れ は0つ の市場選択 であ り,
多数 の株式保有者が行動 したか らで ある。
社会的需要 にすべ て合致 し,社 会が必要 とす る活動 にな り,そ の活動 の効率
の向上 にな ることは,社 会 の富の増大 の加速 を意味す る。 しか し,社 会の進歩
は富 の増大 に依存す るだ けで な く,富 の蓄積 の助 けを も借 りなけれ ばな らな
い。現代 の株式制 が もつよ り完備 した メカニ ズムは,富 の増大 を促進す る点 に
あ るだ けでな く,富 の蓄積 の促進 を含んでいる点 に もある。蓄積 を促進 す るメ
カニ ズム もまた同様 に,財 産権 の社会化 および財産権 の価格 あるいは財産権 の
所得 と密接 に関係す る。所有権 に所得 がな く,あ るいは価格 がないな らば,所
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有者 について言えば,蓄 積 の原動力 や資金 の投資方向を移転 す る積極性が失わ
れ,し たが って,蓄 積 の増大や資金 は高効率 ・高利益 の者が 占有 す るとい うメ
カニズム もまた,継 続 して存在す ることが難 しくな る。財産 の支配 ・使 用者 に
つ いて 言えば,社 会的資源 の濫用および浪費が発生す るであろ う
。
財産権の社会化が企業制度 におけ る現代 の株式制 の発生 および発展 を表現す
ると言 うな らば・ それは,市 場 の発展度 において,一 つの完 全な システムの形
成 を表現す る。現代 の企業制度が もつ より完備 したメカニズムは,市 場 システ
ムとすべて関連 があ り,す べて現代 の市場 メカニ ズムの表現 であ る。現代 の企
業制度 と完全 な市場 システムとは分離で きない。財産権 の社会化 がなければ,
す なわ ち財産権 市場を内部 に含 む市場 システムの形成が なければs現 代の株式
制 もあ り得ず,現 代 の株式制 はまさに財産権 の社会化の よ り典型的 な一形式 で
あ る。
財産権 の社会化 によ って最終的に形成 され る完全 な市場 システムは,社 会成
員の各種 の異な る所得 を,労 働所得(賃 金,賞 与など),財 産権所得 たとえば
資金財産権所得(利 子,株式配当など),土 地財産権所得(地 代)一一一および各種 の
知識財産権所得等 々を含めて,す べて市場 を通 じて個別 に明確 に表現 す る。 そ
れ は,社 会経済関係 の透 明化 を もた らす。 同時に,現 代 の市場主体 と しての株
式企業 は開放式 の企業 であ り,社 会か ら出資金 を募 らなければな らず,企 業の
内部経済関係 および経済状況,た とえば企業規則,企 業指導者 の状況,企 業 の
資産 ・負債,企 業の損益お よび所得の分配等 々は,す べて社会 に対 して公開 さ
れていなければな らず,市 場 および市場主体の透明度 の向 上は,現 代 の完全 な
市場秩序 の形成 および完備 のための基礎 を きず いた。
財産権 の社会化 と市場 システムの完全性 とによって もた らされ る社会経済関
係の透明化 は,市 場秩序 の樹 立だけでな く,政 府 が社会経済調整機能 を形成す
るための十分条件 ともなる。
現代 マクロ経済学 の各学派 はさまざまな主張 を もってい るので あるが,根 本
的な出発点 は,社 会経済 を増進 あるいは保持す る原動力,す なわ ち人間 の創造
の才能 を発揮 させ る内在的衝動 である。 そのためには,マ クロ的には異 なる経
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営主体 の独立性 お よび経営主体相互 間の平等 な競争条件一 一そのなか には財産
権 の境 界 の明確 化 を含 む一 を保証 しなければな らない。す でに述 べた よ う
に,こ の原動力 はiミ クロ的 にはある主体 の経済活動の効率および社会的需要
に対す る適応性 と して表現 され,マ クロ的に は社会経済全体 の総量 の増加,構
造(総 量構造)の 最適化 として表現 される。それ はた しか にマ クロ経済の根本的
要求で あ り,政 府 の社会経済調 整が到達 すべ き根本的 目標で もある。 その手段
は,主 と して貨幣制度や政策,租 税制度や政策 などである。
社会経済生活 に対 す る政府 の調整 はまた,社 会成員 の各種 の異 な る所得 の調
整であ り,し たが って社会経済 関係 の調整 を含む。 この調整が到達 すべ き目標
には,社 会制度 や発展戦略 の点 で各国が異な る選択 をす るので,差 異が生ず る。
3財 産権の社会化 と労働の解放
労働 はすでに社会化 しているのに,財 産権 はまだ封鎖式 に属 してい る時代,
労働 と所有権の関係 は,以 下 のよ うに概括 で きる。所有権 は,労 働を買 い,労
働 に価格 を支払 い,そ の ことによ って労働 を支配す る。 それゆえ,所 有権 は生
産 の主体であ る。 それぞれの労働者 は,所 有権の主体 とこの ような売買を行 う
だけであ り,彼 ら相互 間に は交換関係 はない。労働 と所有権の間 のこのよ うな
交換 は,労 働の不等価交換 である。
財産権の社会化 は,労 働 と所有権 との関係 に深刻 な変化 を発生 させ る。 すな
わち,所 有権が労働 を買い,労 働 に価格 を支払 うことか ら,経 営(労 働)が 財産
権を買 い,財 産権 に価格 を支払 うことに変化 す る。 われわれがかって述べ たよ
うに,所 有者 はその財産で株券 を買 い,経 営(労 働)主 体 はその株券で財産権を
買 う。 あとの言 い方 こそ本質であ り,株 券 は財産権所得 を取得す るための証書
にす ぎないので,財 産権 のみが生産主体の財産 に対す る支配 ・使用権 となる・
それゆえ,こ の ような売 り手 と買 い手 の位置の交換 はまた,別 の深 い変化 を引
き起 こし,所 有権 が生産の主体 として労働を支配す ることか ら,経 営(労 働)が
生産 の主体 と して財産権 を支配 す ることに変化す る。
こう してy経 営 の内部に含 まれ る労働者 に,才 能 と個性 の自由な発展 を獲得
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させ ることがで きるよ うになるだけで な く,以 下 の可能性 と趨勢 を も出現 させ
るのであ る。すなわち,経 営者 ・専門家 ・職員 ・労働者 などを内に含 む[全]労
働者 の間で労働の等価交換 を実現す るのであ る。それ は,彼 らの自由な選択,
彼 らに対 す る市場 の選択,か っ また就業 を基礎 に,市 場価格で行 う労働 の交換,
すなわ ち労働 の平等,報 酬 の平等が実現 され得 る形式であ り,労 働 の不等価交
換 の揚棄であ る。
労働(経 営)が 所有権 の支配か ら離脱 し,生 産の主体 にな って後,労 働(経 営)
と所有権主体の間の取引 は,も はや労働 の交換 と分離 した独 立の過程 になる
。
いわゆ る労働 が財産権 を買 うとい うことは,労 働 と財産 と してのモ ノとの交換
を行 うことではな く,機 械 とか工場 の建物等 々を買 うことで はな く,商 品 と し
ての生産物 の交換 であ り,こ こで述 べていることは,商 品 としての財産権 の売
買,す なわち財産 に対す る支配 ・使用権 を買 うことである。財産権 の価格 は,
財産 の物質的内容 としての資源の希少性 に根 ざ してお り,さ らにその他の要因
の影響を受 けて市場 によ って形成 され,労 働 とは無関係で ある。
財産権 の社会化 が引 き起 こす労働 と所 有権 との関係 の変化 は,労 働 の等価交
換,労 働 と所有権 との交換 を含 んでお り,と くに現代の財産権の第二層次,す
なわ ち所有権(私 有と国有)お よび所有権所得の複雑 な関係 は,経 済制度 とより
多 く関連 す るので,以 下 に一節 を設 けて探究 してみたい。
4財 産権 の社会化 と現代市場経済 の新時代
財産権 の社会化お よびそれが促進 す る生産物 と労働 との社会化 の一歩進んだ
発展y完 全な市場 システムと政府機能 の形成,労 働 の解放お よび労働 と所有権
との関係 の変革,そ れ らはすべて,人 類の経済 の社会化が新 しい歴史段 階,す
なわち現代 市場経済の新時代 に入 ったことを示 す。
現代市場経済 は,高 度 な開放性 ・社会化 の経済で あ り,そ れ は,生 産様式す
なわち経済 の運行様式 にお いて全面 的更新を実現 しただけで な く,社 会経済関
係 に重大 な変化 ・変革 を発生 させ る可能性および趨勢 を もた らした。 とくに労
働 と所有権 との関係 においてそ うであ った。
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財産権 の社会化 が もた らした一連 の新 しい事実,新 しい可能性 や趨勢 と,前
述 した合理的社会 に対 す る人類 の理想 あるい は追求 とを比較す るな らば,以 下
の ことに気づ くであろ う。 すなわ ち,両 者 の間 にはきわめて大 きな程度での一
致があ り,前 述 した封鎖式経済 において実現不可能 な理想 あ るいは目標 が,局
度 な開放性 ・社会化 の経済 においてかえ って実現で きることを証明 している。
現代市場経済 の新時代 は,社 会化 した経済の発展 の,資 本主義 を超越 した一一
時代 であ る。本来,資 本主義 は,労 働 に対 す る所有権(資 本)の 支配 か ら離 れ ら
れないのだが,今 日,労 働 の社会化を基礎 に所有権 も社会化 されてお り,し た
が って労働 と所有権 との関係 に も変化 が発生 し,所 有権(資 本)は もはや労働 を
支配 していない。 …… このよ うな過去 の事実 の歴史的分析 を通 じて,現 代 市場
経済 は資本 主義 を超 えていることを証 明 した。
当然,現 代市場経済 は依然 として資本主義 であ るが,し か し古典 的で典型的
な資本主義で はな く,変 化 ・変革を経験 した,新 しい ものを吸収 した現代資本
主義 である。
現代 の高度 に社会化 した経済 と,伝 統的な社会主義,封 鎖式経済を基礎 とす
る社会主義 とはあい容 れない。深 い改革 を通 じて経済 は高度 な社会化 に向か っ
てお り,生 産物,労 働 および財産権 の社会化 を含み,こ れを基礎 に,合 理 的社
会 に対す る人類のかの理想 あ るいは追求 を実現 す るのは,現 代 の新 しい型 の社
会主義 である。
高度な開放性 ・社会化 の経済 を土台 に,さ まざまな国 の人民 と政府 は,自 己
の経済制度 あ るいはモデルを選択す る比較的 十分 な 自由を もってお り・鍵 とな
るのは,ま ず最初 に自国の経済 の高度な社会化 を実現す ることで ある。
財産権社 会化理論 が 占有様式 の歴 史的変遷 にっ いて明示 しs概 括 した もの
は,封 鎖式所有制理論 の革命 であ る。
七 現代社会主義
現代 の高度 に社 会化 した経済 は,ま さに歴史上順次継起 した,生 産物 の社会
化,労 働 の社会化 および財産権 の社会化 とい う三つの過程 の累積で あ り,現 実
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に三者 が併存 し,シ ステムを構成す る経済運行様式 に転化 した
。現代経 済の組
織構造 は・企業制度,市 場 システムおよび政府機能を包括 してお り,す べて こ
の三大基礎上 に建設 しなければな らない。 いわゆる企業制度 は,最 も根本的 に
は企業の労働制度,財 産権制度 および生産物定価制度が肝心 であ る
。 いわゆ る
市場 システムは,生 産物 市場,労 働 市場お よび財産権市場か ら構成 され る
。 い
わゆ る政府機能 も,完 全市場か らの情報 に もとつ いて,か っ市場 メカニ ズムを
通 じて実現 されなければな らない。
三大社会化を基礎 とす る社会経済 の組織構造 は,異 な る価値 目標 を追求 し,
異 な る経 済制度 あ るいはモデルにな り得 る。 それ は,現 代資本主義か も しれ な
い し,現 代 の新型社会主義か もしれ ない し,両 者 の中間のなん らかの制度か も
しれな い。
た とえ ば,株 式会社 に代表 され る現代の社会化 された企業制度 は
,か って次
のよ うな異な る類型 を現 出す ることがで きた
。一 っはa所 有者が実際 の生産過
程か ら退 出 し,株 式企業 の株主 に変身 した後 も,大 株主 は依然 と して企業 の経
営 を支配す る。 もう一っ は,非 所有者 の経営者が企業 を支配 するが,彼 らは依
然 と して他人 資本 の支配者 と して労働 を支配 し,旧 い雇用制度 を引 き継 ぐこと
がで きる。 さ らに もう一っ は,経 営者 ・管理要員 ・科学技術要員 および労働者
を内に含む全労働者 の平等 で自由な結合体[ア ソシェーション,原 文は朕合]に 企
業 をな し,彼 らの間で労働 の等価交換を実行す る。 いずれの形式一一一 それ は
,
異 なる国・異 なる地域 の条件 によ って決 まる一一一を採用 するか は,と くに人民
お よび政府の選択 であ り,そ の うちの後者 は当然 社会主義 が追求す る目標 と
一致 し
,現 代 の社会化 され た経済 の一 歩進 んだ発 展 の歴 史的趨 勢 に も合致 す
る。
1社 会主義=人 類の合理的社会 に対す る理想 および追求
社会主義 は本来,合 理的社会 に対す る人類 の理想 であ り,こ の種 の理想 の精
髄を簡単 に概括 す るな らば,労 働の解放,労 働者 の解放,人 間の解放 であ り,
労働が財産所有権 の支配 か ら脱 出 して,才 能 ・個性の全面的かっ 自由な発展を
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か ちとり,労 働 の平等,報 酬の平等,社 会 の公平 と高度 な効率 との統0を かち
とることであ る。
ここで 言 う 「労働」 とは,社 会の物質的富 および精神的富の増加 と質 の向上
のために,直 接 あ るいは間接 に必要なすべての活動,と くに知能 ・知識 の発揮
を含 む活動,た とえば科学技術,経 営管理 お よび文化,芸 術 などの活動 を指
す。
ここで 言う 「社会 の公平 と高度 な効 率 との統一」 とは,共 同の豊 か さを内容
とし,先 富 ・後富 と豊 かさの程度が異な る共同 の豊 か さで ある。
封鎖式経済の全特徴 は,労 働 の直接配分,自 給性生産 と隷属関係 あるいは従
属関係 を含 み,こ のよ うな理想 あるいは追求 と適 合せず,あ るいは対立 し,こ
のよ うな理想 あ るいは追求 は,封 鎖式経済 の基礎上で は根本的に実現不 可能で
あ る。
高度 の開放 性 ・社会化経済 は,生 産物 と労働 との社会化だ けではな く,財 産
権 の社会化 を含 み,こ のよ うな理想あ るいは追求 と一致 し,こ のよ うな理想 あ
るいは追求 は,財 産権の社会化のなか に含 まれ る高度 な社会化経済,す なわち
現代市場経済 にお いて,は じめて実現で きる。
この ことは,筆 者の商品(市 場)経 済 の三大段階論 の新価値論 労働商 品性理
論 とくに財産権社会化理論 のなかで証明 され た。
現代 市場経済 が提供 する基礎 あるいは条件 に もとつ いて,合 理的社会 に対す
る人類 の理想 あ るいは追求 を実現す ること,そ れ はす なわち現代社会主義 であ
る0
現代社会主義 は,若 干の新 しい経済関係を現 出す るであろ う。以下 で最 も基
本的 な関係 について簡単な分析を行 う。
2労 働 の等価交換 と労働者の個人財産
労働の等価交換 す なわち労働 の平等 と報酬 の平等 という価値 目標 あるいは
理想 は,高 度 に社会化 された経済 において,実 現す る。
いわゆ る労働 の平等 は就業機会 の平等で あり,い わゆ る報酬 の平等 は報酬 と
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労働 との対応 であ り,そ れ らの実現 はすべ て,十 分 に競争的な労働市場 を通 さ
なければな らない。
労働 の平等,報 酬 の平等 とい う概念 は,さ らに労働者 の社会保障,と くに失
業 ・医療 ・老後 の保障 を含 む。
労働 の等価交換 とは,労 働者 が 自己の労働 を支出後,彼 の労働の全等価物 を
取得 す ることを意味す る。社会公共 ファン ドはと言 うと,政 府 支出を含み,個
人所得税な どの形式 を通 じて取得可能 であ り,こ う して,社 会経 済関係 の透明
度 をいっそ う増進 できる し,そ れぞれの労働者が社会 に対 してどれだけ貢献 し
たかがは っきりす る。
労働の等価交換 は}現 代社会主義 の労働制度 であ り,そ れは,就 業 ・報酬 お
よび社会保障制度 を含むが,現 代資本主義国 で も,あ る程度,あ る形式で,実
現 している。 これ もまた,わ れわれが 言う現代 市場経済 の,古 典的あ るいは典
型 的資本 主義 に対す る揚棄 である。
労働 の等価交換 は,労 働者 の個人所得 の増加 を もた らし,し たが って,個 人
の貯蓄すなわち個 人財産 も増加 ・普遍化 し,社 会 的財産 のなかで重要 な地位 を
占める。
現在,中 国 の国有固定資産 は1兆7000億(入 民元,以 下同じ),個 人預貯金 はす
で に1兆 に達 し,さ らに私営企業,民 間株式企業,個 人経営 および農民家族経
営 が もっ資産,数 量 は相 当な ものであ り,さ らにまた郷鎮企業の資産,非 国有
財産a多 元経済 の財産 の量 は,す で に国有財産 をいち じるしく上回 って いる
。
伝統的 な封鎖式国有制の概念 によれば,労 働者 は自己の労働 を支出後
,取 り
返す ことがで きる ものはiそ のなかの個 人的消費 ファン ド部分 だけであ り
,そ
の他 の部分 はと言えば,社 会公共消費 フ ァン ドだけでな く
,国 の控除 に属 す る
すべての蓄積 を含 む。 こうして,労 働者 は,自 分 自身 の労働所得 の蓄積 を担 う
ことがで きず・彼 らが蓄積 を創造 す るた めに支 出す る異 な る労働
,異 な る貢献
も表現で きな くなる。 そ こで ひとび との関心 は,た だ消費 の増加 だ けにな り,
蓄積 には関心 の もちよ うがな く,蓄 積 には国 が関心 を もっだけで,ひ とび とは,
富 を創造 す る積極性 と富 を蓄積 す る積 極性 とを結合 す る ことがで きず,し た
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が って富 を創造 す る積極 性 を増進 す る ことが で きな い。国家 の蓄積機能 もま
た,各 級政府 の官僚 の代表 が担 うが,蓄 積 を どうすれば増加で きるか,蓄 積 し
た資金 あ るいは財産 をいか に利益最大,リ スク最小 の場所 や企業 に投資で きる
か,こ れ らにっ いて官僚か ら言 えば,切 実 な利害 はまった くない。 こうして,
富 の蓄積 と富 の創造 との分離 蓄積の利益 と消費 の利益 との連結 の切断 その
結果,蓄 積 および資源配分 の効率 の重要 なメカニズムの喪失 に至 る0連 の関係
が もた らされ るだ けであ る。
個人財産を否定で きない理由 は,個 人財産 は労働者 が才能 ・個牲 を全面的か
つ 自由に発展 させ るのに必要 な条件で あ り,労 働者 の全面的でかっ 自由な発展
は,ま さに社会 主義が追求 す る価値 目標だか らであ る。
わが国 の一部 の経済学者 は,か つて しば しば古典的社会主義理論の創始者の
以下 のよ うな思想 を引用 した。「生産手段 の共同 占有 を基礎 とす る個 人的所有
をっ くりだす」(中文版全集第23巻,832ペ ージ,大 月版ME全 集23巻,995ペ ージを
見よ)。マル クスが この観点を提出 した とき,当 然,財 産権 の社会化 を前提 にす
ることは不可能でな く,ま さにそ うであ ったので,エ ンゲル スは 「個人的所有
制」 が生活手段 の個 人的所有を指す と解釈 したのであ る。生産手段 とい う財産
と生活手段 とい う財産 の さまざまな帰属 を区別す ることは,そ れ 自体,封 鎖式
所有制概念の引 き伸ば しである。財産権社会化 の理論 に依拠すれば,む しろそ
れ について完全 な解釈がで きるのであ り,こ の解釈 は古典学説 の原意 にか な ら
ず しも合致 しないが,現 代 の経済生活 の論理お よび現実 の趨勢 には完全 に合致
す る。
財産権 の社会化 が もた らす現実の可能性 および趨勢の0つ は,現 代 の株式企
業 を,経 営者 ・管理要員 ・科学技術要員 ・労働者 を内 に含 む[全]労 働者 の平等
で 自由な結合体[ア ソシェーシ・ン]に す ることである(こ の企業の経営は依然とし
て経営者が責任を負う)。この ような企業の成員 として,労 働者 は,労 働 の等価交
換 において,全 労働 の等価物,す なわち労働所得を取得 し,社 会公共 ファン ド
とな る税の納入 や個人 の当期の消費を除 く貯蓄部分 は,労 働者 の財産 であ り,
貨 幣額 で示 され る。労働者 の この貨幣額 は,社 会化財産 として,労 働者の平等
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で 自由 な結 合体[ア ソシェーシ・ン]と して の株式 企 業 に譲渡 され,占 有,す な わ
ち支配 ・使用 され る(自 社の株式を買 うとは限 らない。他の企業 の株式を買 い,株 券 ・
債券 を買 うことがで きるし,銀 行 に預金 した り,銀 行か ら融資を受けることもできる)。
そ こで この貨 幣額 は,生 産 手段 に転化 す る。封 鎖 式 所 有 制 の言 葉 を借 りるな ら
ば,こ れ はr生 産 手段 の共 同 占有 」 と言 うこ とが で き る。
わ れ われ が 言 う この労 働 者 は,あ る主 体 の成 員 と して,財 産 の 占有,す なわ
ち支配 ・使用 に参 与 す る者 で あ るが,個 人 と して は,自 己 の個 人財 産 の所 有者
で もあ る。彼 は,自 己の労働 所 得 や財 産 権所 得 を個 人消 費 に用 い る こ とが で き
るが,消 費 の剰 余 は,譲 渡 され,あ る主 体 の た め に生 産 資 金 と して 支配 ・使用
され,そ れ に よ って財 産権 所 得 を取 得 す るの だ か ら,す な わ ち,労 働 者 は個 人
的 な生産 や経 営 に は従 事 しな い のだ か ら,労 働 者 が 消費 す る もの は生 産手 段 で
はな く,労 働 者 が個 人 と して必 要 とす る もの は生活 手 段 だ けで あ り,生 活上 の
消費 は彼 の財 産 の実 現 で あ る。 ふ た た び封 鎖 式 所有 制 の言 葉 を借 り るな らば,
「生 活手 段 の個 人 的 所 有」 と言 う ことがで きる。
財 産権 社 会 化 の条 件 の下 で,財 産 は,生 産 手 段 あ るい は生 活 手 段 と して,い
っ で も転 化 が 可能 で あ る。
3労 働 と財産権 との交換,財 産権所得
財産権 の社会化 は,労 働 の等価交換を 可能 にす るだけで な く,労 働 の等価交
換 および労働 と財産権 との交換 とい う現代経 済のこっ の基本 的関係を,そ れぞ
れ独 立の過程 に分離 し,両 者を純粋 な形式 に し,そ れ によって二つの交換関係
の透 明度 を増進 す る。 この ことにっ いてわれわれが行 った分析 と論断 は,い っ
そ うの正 しさを もっ 可能性が ある。
財産権 の社会化 によって引 き起 こされ る労働 と所有権 との関係 の根本 的な変
革 は,す でに 「財産権社会化理論」のなかで言及 してお り,こ こで は,財 産権
価格 あるいは財産権所得 のyこ の関係 に対す る一歩進んだ よ り具体的な分析 を
通過 しなければな らない。財産権価格 に関 して,「財産権社会化理論」は,主 と
して,そ れが生 むメカニズムの側面 か ら言及 したが,こ こでは,主 として,そ
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れ らが表現 す る社会 関係の側面 か ら探究す る。
通常 言 うところの財産権所得 は,実 際にはただ単 に所有権か ら来 るのではな
く,そ れゆえ所有権 は一般 に,蓄 積機能 を負担 し,あ るいはまた投資 の機能お
よび リスクを負損す る。蓄積 とは,社 会進歩 を促進 す る機能 である。 とくに資
金が希少要素 とな る条件 の下で は,そ うであ る。貯 蓄 はsま すます社会の推奨
を受 けるであろう。投 資の意志決定 はど うか とい うと,一 種 の経営機能であ り,
資金 の運用 に専門的に従事 す る企業やその他の経営 に従事す る企業 は,同 様に
経営所得を取得す るであろ う。 それ は,労 働所得 に属す る。それ らの企業 に投
資を委託す る所有者 は,一 一定 の費用を支払 わねばな らない。 市場経済 において
は,リ スクのある投資 の収益 は,一 般 に リスクのない投資よ り高 く,そ のなか
には,リ スクに対す る受託者の補償 を含 む。総 じて,通 常 言うところの財産権
所得 は,資 金運営収入 および リスク補償の除外後 に,は じめて純粋 な財産権所
得 にな る。
財産権価格 は,財 産の支配 による もので あ り,使 用者す なわち労働者が支払
う。企業 の財産権所得,企 業 の支払 うべ きすべての財産権所得,す なわち配 当,
利子,土 地使用料 もしくは地代 な どは,す べて労働 者全体(経 営者 も含む)が 支
出 した労働 すなわちそれ らの労働が市場評価を通 じて取得 した等価物 を もっ
て支払 われ る。 この支払総額 は,実 際 には,そ れぞれの労働者 が負担す る。す
なわち,そ れぞれの労働者が労働 の等価交換 によって得た労働所得 のなかか ら
控除 され る。 同 じことだが,財 産権価格 は,そ れぞれの労働者 の労働所得の多
少 に依存 してお り,そ れに比例 して支払 いを負担す る。
所有権 の主体 には,国 家 ・個人 ・連合体 および社会組織 が含 まれ るので,財
産権所得 もまた,こ れ ら主体 の所得 に分かれ る。国有財産の財産権所得 は,本
質的 には,労 働者 が平等原則 に もとついて社会 に対 してな した貢献であ り,こ
の貢献 は,国 有財産 の追加 とな り,そ の総量を増加 させ る。 この関係 は比較的
単純で ある。
重点的 に分析 しなければな らない ことは,個 人 の財産権所得であ る。個人 は
労働者 として,そ の労働 の多少 にもとつ いて財産権価格の支払 いを負担 し,所
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有者 として,そ の財産 の多少 に もとつ いて財産権所得を取得す る。 た とえば,
彼が労働者 として支払 いを負担 する財産権価格 と,彼 が所有者 と して取得 す る
財産権所得 の数量 とが一致す るな らば,彼 は財産権価格 の支払 いを負担 しない
に等 しく,あ るいは彼 の所得 の全部が労働所得 に等 しい。すなわち,彼 と他 の
社会成員 の間 には,一 種の純粋 な等価交換の関係があ る。 しか しなが ら,こ の
よ うな事情 は,社 会化経済 の現実生活 においてはあまり見か けない。 ひとびと
の労働所得 の格差 は,主 と して労働能力 の格差 によるものであ り,と くに発展
度の比較的低 い国 では この種 の格差 は顕著 であるが,顕 著 とい って もやは り限
度があ り,た とえば,10倍 な らば小 さな格差 とは言 えない。財産の格差 の形成
と労働 の格差の形成 とは同一で はな く,ひ とびとの労働者 と しての財産,一 般
的に言 ってその財産 は最初労働所得 の貯蓄 か ら来 るが,ひ とび との貯蓄能力 と
労働能力 は対応せず,し たが って財産の増加 と労働所得 の増加 も対応 しない。
しか も時間の推移 にと もない,す でに若 干の財産 を もってい る者 について 言え
ば,財 産の増加 は労働所得 の蓄積 か ら来 るので はな く,財 産権所得 の蓄積 のみ
か ら来 るとすれば,か くして,ひ とびとの間の財産権所得 の格差 は,労 働所得
の格差を大幅 に上回 るであろ う。 しか し,ひ とびとは財産権価格 の支払 いを負
担す ると同時 に,財 産権所得を取得す るのだか らy支 払 い と取得 の両者間には
相互相殺 の部分がかな らず ある。このよ うな相殺の後s二 っの状況が出現す る。
一・つ は支払 いの負担
aい ま一 つ は所得の取得であ り,後 者 はまさに純粋の財産
権所得であ る。労働 の等価交換 および労働 と所有権 との交換が 二つの過程 に分
離 し,経 済関係を透明化す る条件 の下 で,以 上 の分析 は,調 査 ・統計 を通 じて,
数字で説 明す ることがで きる。推計 によれば,大 多数 の者が述 べているのであ
るが,両 者 の相殺後,財 産権価格 の支払 いの負担であれ,財 産権所得 の取得 で
あれ,そ の負担 あ るいは取得 の数量 はそん なに大 きくな く,高 額 の純粋財産権
所得を取得で きる者 は少数 であ る。
ひとび とはさ らに,労 働 と所有権 との交換 は平等な交換か ど うか とい う問題
に関心 を もつ。 いわゆる平等 あ るいは不平等 であ るが,ど のよ うな基準あ るい
は尺度 で計 るかを見 る必要 があ り,あ る尺度 で計れば平等 な関係,別 の基準 で
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計れ ば不平等 な関係 にな る。経済学 はまず最初 に,労 働 とい う基準で ひとび と
の間 の経済関係 を計 る。 なぜな ら,富 は労働で あ り,知 能 ・知識 の発揮等 の精
神活動 に内在す る人類の活動 の創造 した ものを含み,当 然,自 然 に形成 された
物質 的条件 を除外 す ることはで きない。ひ とび との労働 は,種 類 と質 にお いて,
社会 の需要度 および効率の高低 などに適応す る。勤勉 と革新 ・進取 の精神 で決
まるだ けでな く,天 賦によ って も決 まる。 したが って,労 働 という尺度 でひ と
び との経済関係 を計 ることは,労 働の平等,報 酬 の平等を価値 目標 にす ること
であ って,「等 しか らざる個人の天賦」は 「天賦 の特権」であ る,を 認 あること
が前提 にな る。
た とえば,わ れわれが 「財産権社会化理論」 のなかで示 した,労 働 と所有権
との交換 は,財 産権 の社会化以 前には,所 有権が労働 を購入 し,労 働価格 を支
払 うことであ った。 この交換 において,買 い手 が支払 うものはy平 等な競争の
市場価格で はなか ったので,労 働の不等価交換 であ った。財産権 の社会化 は,
このような関係 に根本 的変化 を発生 させ る現実的 可能性 と趨勢 を もた らした。
す なわ ち,労 働(経 営)が 財産権を購入 し,財 産権価格を支払 うことに変化 し
た。 この交換 において,買 い手 が支払 うものは,平 等 な競争 の市場価格で ある
ので,財 産権 の等価交換 とな る。
財産権の等価交換 も一種 の平等な交換であ るが,労 働 の平等 ではな く,も し
労働 の平等 の基準あ るいは尺度で計 るな らば,不 平等 とい う結論がで るであろ
う。 しか し,こ の交換 はかえ って社会的物質 資源 の有効配分の メカニズムを生
みだ し,ま さに労働の等価交換が社会 的労働 資源 の有効配分 のメカニズムを生
むよ うな ことは,社 会経済 の効率 の増進,構 造 の最適化 に不 可欠 の メカニ ズム
となる。
それゆえ,労 働 の平等,報 酬 の平等 とい う価値 目標だ けでな く,社 会的公正
と高度 な効率 との統一 という価値 目標が必要 である。
4社 会的公正 と高度 な効率
ひ とびとの間 の財産権所得 の格差 は相 当大 きな程度 にまで達 す ることがある
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ので,こ の種 の所得の不断 の蓄積 は,ひ とび との間の財産 の格差 を拡大 し,平
等 ・公正 に関 して過度 の背離 を生 む可能 性があ り,し たが って効率 に も影響を
与 え るで あろ う。 それゆえ,政 府 の機能 を通 じて,高 額の財産権所得 に対 して
適切 な調整 を加 えなければな らない。過度 の調整 は,財 産権 の等価交換 および
財産権所得 の事実上 の否定 を生み,財 産権価格 あ るいは財産権所得 に関係す る
メカニズムおよび効 率 の喪失 を もた らすで あ ろ う。 したが って,こ こで 言 う
「適切 な」とは,社 会的公正 と高度 な効率 との統0と いう目標 に合致す るとい う
ことであ る。
ここで 言う公正 と,労 働 の平等す なわち労働 の等価交換 とは,同 一で はない。
後者 は,筆 者が提出 した経 済範疇で あ り,そ れが表 す もの は経済関係 であ り,
この関係 は,す で に前 に説 明 した。前者 はT社 会的倫理 に属 する範 躊であ り,
それは貧富 の差 に関係 してお り,貧 富 の差 は過 大で ないのがよ く,過 大で ない
と言うことは,社 会が受 け容 れ られ る程度 と言 うことであ る。その程度 も弾力
的で あ り,そ れぞれの国,そ れぞれの地域,ま たそれぞれの歴史的条件 の下で,
明 らかな差があ る。
社会 的公正 と高度な効率 との統一 は,現 代社会主義 の価値 目標 であるだけで
な く,人 類が共通 に追求す るもので もあ り,現 代資本主義国 において は,あ る
程度,さ まざまな程度,財 産権所得 に対 す る調整を行 って いる。 た とえばアメ
リカでは,個 人所得税 と財産税 は二つの主な税収であ り,さ らに相続税 もある
が,貧 富の差 は明 らかで あ り,き わめて大 きい。 当然,現 代 資本主義諸国 にお
いて は,貧 富の差 の程度 の点で も同 じで ない。現代社会主義が追求す る ものは,
高度 な効率 であ り,比 較的小 さな,す なわち過 大にな らない貧富の差 であ り,
長 くはない期間 内に,絶 対 的多数 の者 が中程度 の富 裕水準 に達 す ることで あ
る。 すなわち,わ れわれが言 うの は,先 富 ・後富 と豊か さの程度 が異 なるi(...同
の豊 か さで ある。
高度 な効率が必要 であ り,社 会的公正 も必要 であるが,そ れ らは決 して空想
で はな く,現 代 の先進諸国 の状況 か ら見て,高 度 な効率 の創造者 は,主 と して
中流階層であ り,各 種 の専 門家 やホワイ ト ・カ ラーであ って,大 富 豪で はない。
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八 現代市場経済への道 多元経済の発展
中国 の この10年 の改革 において,非 国有制多元[多 ウクラード]経済 は,す ば
らしく重要 な発展 をお さめ,そ れは,中 国 の封鎖 ・半封鎖式経済 を開放性 ・社
会化経済 に向かわせ,市 場経済 は大 きな一歩 を踏 みだ した。それは,わ れわれ
の言 う世界性 を もっ改革で も突出 してお り,ま さにそれゆえに,世 界 のひとび
とは,中 国 の多元経済 に大 きな興味を もったので ある。
非国有制 多元経済 と今 日の中国 の国有経済 とを比べ るとき,最 も重要 な差異
は,財 産所有権 の帰属 の差異 にではな く,資 源配分 および経済運行の様式,す
なわち生産お よび交換 の様式 の差異 にある。多元経済 は もはや封鎖式経済で な
く,開 放化 ・社会化経済 であ り,そ の生産 および経営 は市場 を導 き手 としてお
り,現 代経済 の運行様式 に合致 してい る。
多元経済 は,初 発に家族請負制を推進 した。 これを基礎 とす る二層経営 モデ
ルは,1983年 末か ら1984年 初めには もう全国の農村 に広 ま った。 このモデル
は,中 国農村 の土地財産権制度 の封鎖性 を突破 し,す なわち農民 の土地経営 と
土地所有権 とを分離 し(ま だ不完全なので,今 後なお深い分離が必要),し たが って
生産隊によ る労 働の直接配分 という労働制度 の封鎖性 を捨 てた。 それ は労働 の
解放 を もた らした。 すなわ ち労働 は所有権への依存 か ら脱却 し,独 立 した生産
および経営 の主体 にな り,そ の才能 と個性の 自由で多面的な発展 を実現で きる
よ うにな った。家族請負制 が中国農村経済 をきわめて大 きな活力 に満 ちた もの
にな し得 た理由,そ の 「奥義」 は,こ の点 にある。
家族請負制 によ り,農 民 は自†的に生産分野 を開拓 し,余 剰労働力の移動 ・
就業 の機会 を探 し求 め ることがで きるよ うにな り,ま た郷鎮企業 の大発展 のた
めの重要 な条件 をつ くりだ した。郷鎮企業 が初めて勃興 した1978年,全 生産額
は500億(人 民元,以 下同 じ)に 満 たなか ったが,1991年 末にはすでに1兆 を超
え,全 国 工業総生産額 の約三分 の一 を 占めた。1986--90年,全 国の社会的総生
産額 の純増分の31.5%,税 収の純増分の50%,輸 出 の純増分の30%,農 村 の社
会的総生産額の純増分 の67%は,郷 鎮企業か らであ った。郷鎮企業 は,中 国農
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村 の余剰労働力 の移動 のために,す で に1億 以上 の就業 の場 を提供 し,こ の歴
史的な難問題 の解決 において,主 要 な役割 を果 た したのであ る。
多元経済 は,個 人あ るいは家族 の工業,商 業,サ ー ビス業(少 数の手伝い,見
習い労働者を雇用),私 営企業,民 間株式企業 な どを含んでい る。個人企業 は,す
で に全国 の都 市 ・農村 で活躍 してお り,そ の数 が増 加 して い るだ けでな く,
もっと突 出 した企業 は,保 有資金 と経営規模を拡大 して いる。個人経営 に比べ
て明 らかに ごく少数 の私営企業 も,す でに10万 社 を越え,私 営企 業および民間
株式 企業 は,高 い効率 ・利益 を生みだ し,就 業機会 などを提供す る面 で,突 出
した役割 を果 た している。
郷鎮企業,家 族企業,私 営企業 および民間株式企業 そのなかには外 資系,
華僑資本系}台 湾資本系,香 港資本系 の企業,合 弁 あるいは協力企業 の発展を
含 む は,そ れ らの企業 が比較的密集 した地方,た とえば,珠 江 デル タと潮
汕地帯,閾 南厘 ・滝 ・泉三角地帯,閾 江 デル タ,温 州および漸江省 の蘇南経済
類型 に属す地方,長 江 デル タr膠 東 半島,遼 東 半島お よびその他 の地方の大中
都 市周辺で,大 小 さまざまの,そ れぞれ特色 を もっ新興経済区を多数出現 させ
てお り,今 日の中国経済 の最 も活発 な地 方だ と言うことがで きる。
国有経済 の低 い効率 ・利益 ゼ ロ効率 ・利益,大 幅 な赤字 とい う条件 の下 で,
中国経済 の安定 と成長 は,き わめて大 きな程度,多 元経済の発展 の助 けをか り
てい る。東欧 ・ソ連 に動揺が発生 したとき,中 国 は安定的局面 を保持 したが,
その最 も根本的な原因 はi中 国の国有経済 の改革 はまだ深部 に入 っていなか っ
たに もかかわ らず,中 国 は経済制度 の上 で東欧 ・ソ連 と比 べて,よ り開放 的,
進歩的であ ったか らであ る。
しか し,多 元経済 の発展 は一 っの側面 にす ぎない。中国経済が安定 と成長 を
持続す るな らば,国 有経済 の改革 を加速 し,あ るい は国有経済 を重点 とす る全
面的改革 を加速 し,政 治改革 と経済改革 とを組 合わせ,改 革を深部 にまで推進
し,半 封鎖式経済か ら開放性 ・社会化経済へ の転換 とい う全難問題 を系統 的に
解決す ることがで きる。 こうしては じめて,多 元経済 の発展の市場条件 および
マ クロ条件 を改変 し,多 元経済 をよ り低 い次元か ら一歩進 んでよ り高 い次元 に
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向かわせ ることがで きる。多元経済 自体 もまた,改 革 しなければな らず,農 産
物価格 と購入 ・販売制度,余 剰労働力の移動 ・就業制度 土地財産権制度 およ
び郷鎮企業 の資本財産権制度,農 村経済 の組織構造 な どは,一 歩進んだ改革の
必要 があ る。
1農 産 物価 格 と購 入 ・販 売 制度
50年 代 に形成 され た農 産 物購 入 ・販売 制 度 は,歴 史 が遺 した工 農 業生 産 物価
格 の ね じれ 状態 を根本 的 に改 変 で きなか った。 この制 度 は,実 質 的 に は財 政 資
金 の調 達 お よ び配 分 の手 段 に な って お り,そ の初 志 は工 業化 の支 持 に あ った。
しか し,都 市 の深 い改 革 の停 滞 お よび他 の原 因 に よ って,工 業 の発展 を支持 す
る役 割 は実 際 に はす で に衰 え,農 業以 外 の職 員 ・労 働者 の所得 お よ び消 費 の増
人 とい う役 割 に転 化 し,し か もそ の増 人 は労 働生 産 性 の増 大 を上 回 った。 改革
以来,と くに1985年 以 来,農 産物 価 格 の上昇 の た び ご とに,高 騰 分 に財 政 補 填
を代 価 と して 支払 わ な けれ ば な らず,し か も比 価 の復 帰 を もた ら し,結 果 的 に
価格 の総 水 準 は い ち じる し く上 昇 し,農 産物 価 格 はか え って低 い水準 の ま まで
あ った。 そ れ は,農 業 発 展 の挫 折 の根 本 的 原 因 に な った 可能性 が あ る。
農産 物価 格 と購 入 ・販 売 の制 度 の改革 の活 路 は,以 下 の諸 点 にあ る。
農 産 物 価格 を財 政 資金 の調達 お よ び配 分 の手 段 にす る ことの放棄 。政 府 が,
あ る時期,依 然 と して,農 業 か ら資金 の一 部 分 を受 け と り,非 農業 お よ び建設
そ の他 を 支持 す る こ とに用 い る必要 が あ るとす れ ば,価 格 に よ るので は な く,
税 収 の方 法,す な わ ち,「 こっそ り受 け とる」代 わ りに 「は っき り受 け と る」べ
きで あ り,同 様 に,政 府 が 農産 物 の生 産 者 あ るい は消 費者 に補 助 を行 う必要 が
あ る とす れ ば,彼 らに直接 に補 助 し,価 格 補助 は しな い,っ ま り,「 こっそ り補
助 す る」 代 わ りに 「は っ き り補助 す る」 ことで あ る。 む ろん 「こっそ り受 け と
る」あ る い は 「こ っそ り補 助 す る」 こ とは,す べ て人 為 的 な価 格 の歪 曲で あ り,
行 って はな らな い。
「こ っそ り受 け と る」 とか 「こ っそ り補 助 す る」を廃 止 した後,価 格 は市場 に
よ って形成 され る。 しか し,「 こっそ り受 け とる」,「こ っそ り補 助 す る」の廃止
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後 も,税 収 と補助 は,依 然 と して存 在 す る。 補 助 に は二 っ の志 向が あ る。 一 っ
は,需 要 を刺 激 し,供 給 を抑 制 す る こと,い ま一っ は,そ の反 対 で あ る。 わが
国 の状 況 にて らせ ば,総 体 的 に言 って,農 産 物 は過 剰 で はな く,不 足 して い る
はず な ので・ 農 業 の 商品 的生 産 を保 護 す る志 向 を採 用 しT徐 々 に消 費 者 に対 す
る補 助 を減 らす必 要 が あ る。
2農 村 の余剰労働力の移動 ・就業
わが国の農村 は,都 市のよ うな統一配分 の就業制度を まだ形成 してお らず,
家族請負制 を行 い,農 民が独立 の商品生産者 にな った後 も,報 酬制度 は農業 の
場合 まだ普遍的な ものはない。人 口は多 く労働力 は過剰 なのに,資 金 は希少 な
こと,こ れがわが国 の重要 な特徴であ り,農 村 の余剰労働力の移動 ・就業 は,
歴史的な難問題 の一つ にな って いる。
わが国 の50年 代以来 の労働力の移動 は,産 業構造 の移動 に,す なわち工業化
の進展過程 に,遅 れを とって しま った。 それ は,重 工業 の優先的発展 とい う戦
略 に関係 していたが,封 鎖式 の生産物価格制度,封 鎖式 の労働制度お よび財産
制度 もまた,き わめて重要 な役割 を巣 た した。封鎖式 の価格 は,第0次 産業の
利潤 を 「こっそ り受 けとり」,この産業 の発展 の衝動 や発展の能力を,か な りの
程度・失わせ るにいた り,社 会経済 の陰路 にな っている。 この価格制度 は,同
時にまた,製 造業 に 「こっそ り補助 してお り」,製造業 を過度 に拡充 させ,同 時
に,「 こ っそ りの補助」は,こ の産業 の実際 の効率低下を もた らした。製造業 は
まさに,資 本 の有機的構成 が きわめて高 く,し たが って吸収 しうる労働力 の相
対的 にご く少 ない産業なので,労 働力移動 の妨 げになる。封鎖式財産権制度 は,
資本 の使用,し たが って資本の生成 の低効率を生 みだすだけで あ り,生 産の物
質的要素 の分割,沈 殿 を含み,流 動 は難 しく,し たが って製造業 による労働力
吸収の拡大 はあ り得 ない。封鎖式労働制度 にいた って は,都 市と農村 の封鎖 を
生み,労 働力 の移動 を停滞 させ る。改革 はた しかに労働 力移動 の停滞 とい う状
況を改変 した。根本的原因 はおおよそ,発 展戦略 の調整,物 価 ・労働 ・財産権
制度 の封鎖性 のあ る程度 の突破であ るが,注 意 しなければな らない点 は,改 革
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以来 の労働力移動 の加速 は,主 として,勃 興 した郷鎮企業 によ って実現 した こ
とである。 この移動 は,常 識 を越 えた性格 を もってお り,す なわち,資 本使用
と資本蓄積の比較的高 い効率 によって推進 され たのではな く,過 去 の投資の高
す ぎる技術水準 の選択,す なわ ち,高 す ぎる資本 の有機的構成 の調整 と矯正 に
依存 していたが,こ の調整 はけ っして無 限で はない。それゆえ,80年 代の労働
力 の急速 な移動 は,よ いことばか りで はな く,長 い 目で見 れば,歴 史 の趨勢 に
よ り,非 農業就業人 口の都市化 とい う問題 を一歩進んで考慮す る必要があ る。
農村 の余剰労働 力の移動問題 を解決 す る根本 的な道 は,ほ ぼ次 の とお りであ
る。適度 な蓄積 と高い資本効率,お よび多次元多形式の非農業就業人 口の都市
化。都市化 はわが国 で はきわめて複雑 な問題 であ るが,こ の問題 の解決 の基礎
は,労 働 および財産権 の商品化,社 会化,す なわち都市 と農村 の統一 的労働 市
場 および財産権市場 の形成 であ る。
3農 村の土地財産権制度 と郷鎮企業 の資本財産権制度
わが国 は人 口過剰 で,耕 地が乏 しいので,農 村経済 モデル は,数 の巨大 な余
剰労働 力 の移動 と就 業の現代化 とい う難問題 を解決 す るだ けで な く,国 情 に
合 った土地財産権 の社会化 の道 および形式 を通 じて,相 対 的に希少 な土地 が高
い使用効率 を もち得 るよ うに しなければな らない。
まさに国有化 の過程 で建設 された国有資本の財産権制度 は,基 本的 には,封
鎖式制度 と同 じで あ り,土 地 改革 と協 同化 を通 じて建設 された農村の集団的土
地財産権制度 も同様 に封鎖式 であ った。 この封鎖性 は,土 地 の所有権 と支配 ・
使用権 との一体 として現れ るだけでな く,行 政権 と所有権 との一体 と して も現
れ る。農村 の土地の経営 ・使用や農民が毎 日なにをす るかにいたるまで,す べ
て農村 の幹部 の命令 によ って行 われ る状態が生 みだされ る。「いいかげん な指
揮」,「大鍋 の飯」 が生みだ され る。
農村 の改革の第一歩 において創 られた家族請負制 を基礎 とす る 「統」と 「分」
との結 合Tす なわち 「二層経営」 は,土 地所有権 の封鎖性 を突 き破 った。 この
モデルにおける 「統」の最 も基本的 な機能 はi各 請負農家 ごとの到達 可能 な産
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出量お よび所得 の評価 を通 じて,集 団への農家 の上納分,す なわち集団の 「提
留」数量[留 保の取り崩 し数量]を 確定 し,請 負農家に はで きない事業,主 として
農業生産 に対 す る社会化 サー ビス事業を統一的 に行 うことで ある。
請負制 は,経 営権 と所有権 との分離 の初級形式,ま だ深化 して いない形式,
すなわち不完全で短期 の分離で ある。この分離 は,市 場 条件の成熟 にと もない,
比較的完全 かっ長期 の分離 に移行す る。 この移行 は,各 農家 ごとの評価 の代わ
りに統0的 な市場尺度 に,す なわち 「提留」で はな く経営 ・使用権の譲渡価格
に代替 され る。「提留」とい う概念 は,質 あ るいは量か ら言って,き わめて不明
確で あり,そ れ はs請 負者 の所得の 「提留」 と理解 され る し,二 層経営 におけ
る 「統」 の機能の所得 とも理解 され るが,ど のみち同 じであ り,そ の量の規定
性 は客観 的根拠 を必要 としない。しか し,土 地 の使用費(地 代あるいは+地 財産権
価格)に ついては,質 と量 を問わず,規 定 はきわめて明瞭で ある。さ らに重要 な
ことは,財 産権価格 と して,生 産物価格,労 働価格 と同様 に,財 産権価格 のメ
カニズムを生みだすが,そ のメカニ ズムは土地 に対す る投入を促進 し,そ れに
よって土地 の質を高め(L地 面積の拡大に等 しい)ま た土地 に対す る十分かつ有
効 で合理 的な使用を促進す るであろ う。
比較的具体 的に言 って,中 国の特色を もつ農村土地財産権制度 は,お およそ
のところa長 期(た とえば50年)の 有償使用(相 続できる,た だ し単独相続のみ)で
あ り,使 用権 は有償譲渡 し,抵 当 にいれ,出 資 で きる。 こうして は じめて,土
地 に対 す る長期投 資を奨励 し,使 用の短期行為 を抑制 し,ま た土地 の流動を促
進 し,分 割 ・細分化 を引 きっづ き防止 し,経 済 の必要 に もとつ いて,自 然的で
非人為的 な適度 の集中を もた らし,そ れ によ って使用効率の高度化 を もた らす
ことがで きる。
財産権社会化 の条件 の下 でa土 地財産権の鍵 は,支 配 ・使用権であ り,所 有
権 とい うことにな ると,実 質的 には土地使用費(地 代)の 収取権であ り,こ の収
入 は比較 的大 きな調 整の 可能性 を有す る。したが って,少 な くとも一定 の期間,
所有権 を変動 させず,私 有化を採用せず,国 有化 を行 う必要 もない。
一部 の郷鎮企業 の発達 した地域 で は,一 種 の地域 封鎖式が形成 され,行 政権
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所有権,支 配 ・使用権,さ らには就業機会,賃 金 ・福祉享有権が0体 とな り,
そのなかの関係 は複雑 ・模糊で あり,隠 蔽性を もつ財産権 モデルで ある。郷鎮
政府 あるい は/お よび県級政府 は,地 域 内に企業資産を もち,ま た企 業資産 さ
らに金融資産 を支配 す る権利 を もっが,地 域住民のために率先 して農業以外 の
就業機会 をっ くり,し か もさまざまな形式で地域住民 の賃金 と各種福祉 を増加
させ,高 賃金 ・高福祉のなか に財産収益を隠 し入 れる責任 をお っている。住民
の一部の所得 は,明 確 な源泉 あるいは根拠 がな く,隠 された財産権 か らきた も
のであ ることを表 してい る。 それは,地 域間の住民所得の きわめて大 きな格差
を もた らし,地 域内で雇用 され る他地域 出身労働者 と自地域労働者 とを比べ る
と,む ろん職種 あ るいは賃金 ・福祉 の点で不平等で あ り,こ の ような不平等 の
固定化 は身分区別 とな る。 それはまた,地 域住民が転出を望 まず,は なはだ し
くは外 に就学 ・求職 を望 まず,同 時 に他地域 の者 の転入を排斥す る。余剰資金
の他地域への投資 も望 まない。 それゆえ,こ のモデルは,労 働 ・資本 の流動を
妨 げ,非 農業就業 の都市化 を妨 げ,労 働 および財産権の社会化 の進行過程 を妨
げ,か っ容 易 に腐敗現 象 を生 みだす。 このよ うな封鎖 式 モデル に対 して は,
は っきり,す みやかに改革を行 わなければな らない。
農村 の資金財産権制度 の改革 は,農 村 の金融制度を含んでお り,財 政 ・税収
(土地税を含む)制 度な どの面 に も波及 す る。
4農 村経済組織の構造
土地財産権制度 の改革 の進行 に ともない,も ともと 「二層経営」の第1層 と
しての集団組織 は,土 地所有権の主体 とな り,所 有者 のすべての機能 土地
の譲渡,貸 しだ し,土 地使用費(地 代)の 収取 を含 み,ま た土地 改良 およびその
他土地所有権 の利益 と関連 す る種 々の施策の採用を含む を引 き受 けること
がで きる。
社会化 サー ビスの システムについて は,商 品経済お よび市場 システムの発展
全体の必然的産物 であ り,そ れ は,農 村改革全体 に依存 し,生 産物市場 と要素
市場,と くに資金 市場 の育成 に依存 す るだ ろうし,当 然,サ ー ビス企業を建設
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しなければな らず・ サー ビスは需要 に応ず る有償サー ビスでな ければな らず
,
サー ビス企業 と農家の間の等価交換でなければな らず,こ うしては じめて生 命
力のある ものになる。
農村の社会経済組織 の構造 はまた,異 な るタイプの郷鎮企業制度,郷 鎮政府
および県級政府 の農村経済 に対 す る部分 的なマクロ管理の機能 を含んでい る
。
九 現代市場経済への道 国有経済の改革
人類 の封鎖式経済か ら社会化 そ して高度社会化[経 済]へ の歩 み は
,自 然史的
過程 であ り,改 革は,こ の過程 の内在的趨勢 を変 える ことはで きず,こ の趨勢
を真 に認識 ・理解す ることを土台 に,そ のために道を掃 き清 め,そ れ を推進す
る役割を果 たす ことがで きるだ けであ り,ま た この過程 の内在的趨勢 に合致す
る範囲 で,自 国 の歴 史的条件 に適合す る制度 あるいはモデルを選択 で きるだ け
であ る。
現代社会主義 は,中 国の最良の選択であ り,す で に述べ たように,い わゆる
現代社会主義 は,高 度社会化 の経済運行様式,す なわち現代 市場経済の助 けを
借 りて,人 類の合理的社会 に対す る理想 あるいは追求 を実現 す る。 改革 はまず
第一 に,そ のよ うな経済運行様式 を形成 す ることで なければな らない。
商品経済 の三大段階の 自然的推移 は,き わめて長 い時間 を経験 したが,現 代
の開放性 ・社会化 の世 界経済の環境 のなかで,目 標 を明確 にす る改革 は,歴 史
上継起す る自然的段階 を現実 における同時的な改革過程 に完全 に変 え ることが
で きるのであ り,一 部の後発的な発達 した国 あるいは地域 の経験 が証明 してい
るよ うに,歴 史上200--300年 か けてや っと到達 した発展状態 に,現 代の さまざ
まな条件 の下 では20-30年,ひ いて は もっと短期 間に到達 で きる。意識 の転換
お よび利害関係 の調 整 に関係 す る改革 は,苦 痛 に満 ちた過程 にな るであ ろ う
が,改 革が元気 はっ らっ,希 望 に満 ちた局面 をっ くり,絶 対多数 に利益を もた
らし,あ るいは利益が損失 よ り多 いと した ら,こ の苦痛 も解消 され,あ るいは
打ち消 され るで あろう。
巾国人 は,経 済改革 を 「石 を探 して川 を渡 る」 に例 え ることが好 きである。
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浅 い水 の石 は探 す こ とが で き,浅 い層 の 改革 は容 易 に実 施 し,川 の中心 の水 深
が計 れ な い場 所 で は,石 を探 す ことがで きずy改 革 はた め らって進 まず,回 り
道 を し,あ るい は停止 す る可能 性 が あ り,そ れ は改 革 が深 い層 に入 りに くい原
因 にな る。
本論 文 の筆 者 の 見解 に よれ ば,改 革 は石 を探 して小 川 を渡 る こ とで はな く,
大河 を航 行 す る こ とで あ り,そ れ は人 類 の歴 史 の長 河 で あ る。 改革 は,こ の河
の上 を走 って い る道 の一 部 にす ぎな い が,そ の0部 は,長 江 の三 峡 の ごと く,
河 の上 の 険 しい場 所 に集 巾 して い るか の よ うで あ る。 実 際 封 鎖 式経 済 か ら高
度 な開 放 性 ・社 会 化[経 済]へ の歩 み は,臼 然 史 的過 程 と して,一 歩一 歩 ゆ っ く
り進 む もの で あ り,改 革 は,こ の過 程 を短 い過程 に集 中 させ な けれ ば な らな い。
長 江 の三 峡 の話 を した の は,改 革 の比 喩 にす ぎな い。
1生 産物価格制度 の改革
歴史 の自然的過程 によれば,生 産物 の商品化 は,労 働 および財産権 の社会化
よ り前に行われ,現 今 はすで に財産権社 会化 の新時代で あるが,し か し,わ れ
われの生産物商品化 はまだ完了 していない。生産物の市場価格制度 は,商 品経
済 のすべての社会的前提で あり,市 場価格制度 がないな らば・ ひ とびとのすべ
ての経済行為 は,客 観 的な評定 および評価 の標準 あ るいは尺度がな く,ひ とび
との経済関係 はあまね く歪曲され る。 この歪曲は,さ まざまな矛盾および摩擦
を もた らし,社 会経済 の順調 な運行を難 しくし,労 働 ・財産権 な どその他 の側
面の改革 を妨 げ る。
生 産物価格の改革 の目標 は,完 全 な生産物(消 費財および生産手段を含む)市 場
およびlli場価格 の制度 の形成,す なわ ち二重制度 の廃 止であ り,少 数の生産物
が国家 の独 占価格 を採 用す ることを除 いて,価 格 は十分 に競争的なrff場を通 じ
て形成 されなければな らず,つ ま り通常言 うところの価格 の 「開放」,そ れは,
歴史 の自然 的過程に順応 してお り,価 格 の形成 は,客 観的趨勢 に合 うだけの こ
とであ る。
価格 改革 の科学的含意 は価格形成制度の改革で あるが,政 府が,価 格構造,
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すなわち異 な る生産物 の比価 の調整 にっいて,改 革 の効果 を入手 す ることはき
わあて困難 である。 あなたがある生産物 の価格 を高 くすれば,そ の生産物を生
産す る企業 もまた生産物 の価格を引 き上 げるか,形 を変 えて引 き上 げるので,
そ こで時が たっ と比価 はもとに戻 り,結 果 的に価格構造 は依然 と してゆがんで
お り・価格水準 はかえ って高 くな る。価格改革 を成功 させ ると した ら
,大 き く
踏 みださねばな らず,最 も理想的 なの は,条 件 を備えてい るときに,十 分準備
して一歩 で行 くことで ある。仮 に安全 のために,二 ・三歩 に分 け られ ないこと
もない。 しか し,毎 年価格調整を採用す る方法で改革 を行 い,今 年 は少 しばか
り比価 を調整 し,来 年 は比価を戻 し,再 調整,再 戻 しで は,改 革 には成功の 日
はない。
価格改革 だけで,労 働制度 および財産権制度 の改革が ないとすれば,企 業 は
依然 と して真の損益 自己責任 の主体 に真 にな ることがで きず,そ うであれば,
価格 を全面開放 して も,企 業間の競争 は依然 として十分 かっ普遍 的でな く,競
争的な生 産物 市場価格制度 も依然 として形成で きない。 同様 に,競 争的 な生産
物 市場価格制度の改革が ないな らば,労 働制度,財 産権制度,企 業 の真の損益
自己責任 もまた実現不 可能 であろ う。
2労 働制度一一一就業,報 酬,社 会保障の制度の改革
わが国 の生産物市場 がまだ不完全 で半市場 の状態 にあ るとすれば,労 働 市場
の発展度 はさらに低 い と言 わざ るをえない。 と くに都 市で は,50年 代以来,基
本的 には国家 による統一配分,す なわち封鎖的 な就業制度,俗 称 「鉄 の飯茶碗」
の制度 が採用 され,わ れわれがかつ て述べたのであ るが,労 働者 の国家 に対す
る依存が もた らされた。
報酬制度 はどうか とい うと,労 働 に応 じた報酬 は早 くか ら確認 された原則 で
あ ったが,実 践 において は しば しば勤続年数 学歴,等 級 に応 じた報酬 であ り,
まさ しく労働 に応 じた報酬 は実行困難 であ った。報酬 と労働 とは対応せず,そ
のために 「さか さまにな る」 ことがあ り得た。
封鎖的 な労働制度 は,労 働者 が職業 を選択す る権利を少 な くしy人 を使用す
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る単位 が労働者 を選択す る権利 を少 な くす る。 この制度 は,労 働者 がその才能
を十分 に発揮で きる機会 を保証 し得 るいかな る条件 もメカニズム ももたず,結
局,社 会的労働資源 の不合理 な配分 と浪費を もた らす。
この制度 はさ らに,労 働市場 を通 じて労働 を評価す る唯一可能 な道 を排除す
る。 まさにそのために,労 働に応 じた報酬 は,そ の形態 を更新 す る道 がな く,
す なわち労働の等価交換 とい う新 しい形態 のなかで実現す る道 がな く,資 格 ・
経歴,学 歴 等級 に応 じた分配 とい う歪 曲 され た ものにな り,革 新 ・進取 の動
力のか な りの程度 の喪失 を もた らし,ひ とび とは勤勉 を考 えず に,労 働の低 い
支 出を追求 し,「いたず らに年月をす ご し」,「関係学」を専攻 し,等 級 の昇進を
ね らう。古 い封鎖的な労働制度 とその表現であ る若干 の弊害 は,そ れ らとi人
類の商品経済 の発展 の趨勢 とりわ け労働 の商品化 ・社会化の趨勢 とが,相 反
す ることをはっきり証 明 してい る。
労働制度 の改革 目標 は,封 鎖式 の俗称 「鉄 の飯茶碗」の古 い制度 を揚棄 し,
開放性 ・社会化 の就業,報 酬i社 会保障の新制度 を建設 す ることである。 っま
り十分 に競争 的な労働市場 を形成 して,就 業機会 の均等,報 酬 と労働 との対応,
すなわち労働 の等価交換の実現,社 会的労働資源の合理的で有効 な配分 の獲得
を達成す ることであ る。
そのためには,一 連 の改革措置を採用 しなければな らない。 た とえば,
職員 ・労働者の間,と りわけ国有企業 のなかの常用労働者[原 文は固定工]
と契約労働者,臨 時労働者 の間の身分格差 を廃止 し,彼 らすべてが同 じよ うに
自分の労働で平等 な競争 をす るよ うにさせ る。
労働者 に自分で職業 を選択 す る(招 請および辞職)権 利 を与 え,同 時に企業
に 自分で労働者を選択す る(招 請および解雇)権 利 を与え る。労働者 と求人単位
の間 の双方 向の選択 を普遍化す る。
一一 競争的な労働市場 の形成 を土台に,報 酬 と労働 の真 の対応 を目標 とす る報
酬制度 の改革 を行 う。つ ま り労働 に応 じた報酬 を,商 品化 ・社会化の形式,す
なわち労働の等価交換 のなかで真 に実現 させ る。
この改革が比較 的順調 に進 み得 るためには,あ らか じめ社会保障制度 を確
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立 してお か な けれ ば な らな い。
3財 産 権 制度 の改革
現 在,ひ とび との 多 くはす で に,財 産 権 の改 革 を無 視 す るよ うな理論 を放 棄
し,財 産権 を改 革 の根 本 問 題 とみ なす にい た った。 しか し,ひ とび との心 の な
か の財 産権 は,財 産 権 の帰 属,す なわ ち 「だれ の所 有 か」,私 有 か 国 有 か,の み
を指 して い る。 それ は流 行 の観 念 で あ り,東 欧 ・ソ連 お よび 西側 の一 部 の経済
学 者 は,こ の よ うな観 念 を もって お り,中 国 の 一部 の論 者 もまた この よ うな見
解 を採 用 して い る。 この よ うな観 念 を もつ経済 学 者 の あ る者 は,財 産 権 帰 属 の
変化 の実 現 の難 しさを指摘 し,そ れ は30年 が か りの什 事 だ と述 べ て い る。ポ ー
ラ ン ドは約200億 米 ドルの 国有 資 産 を もち,そ の私 有化 が必 要 だが,自 国 住民
に よ る購 入 に は少 な くと も25年 か か る。 チ ェ コ ス ロ ヴ ァキ ア の国 有 資産 は2
兆5000億 コル ナで あ るが,全 国住 民 の貯 蓄 は2680億 コル ナ,自 国住 民 に購入
させ るの に少 な くと も20年 以 上 か か る,等 々。 しか し,こ の難 問題 を解 決 で き
る対 策 は まだ提 出 され て いな い。ハ ンガ リー の経 済 学者 コル ナ イの新 著(Janos
Kornai,TheRoadtoFreeEconomy,1990.邦 訳 『資本 主義 への大転換』日本経済新聞社,
1992年)も また,こ の よ うな考 え を含 ん で い る。実 際 いわ ゆ る流 行 の観 念 は,
や は り古典 的 な封 鎖 式 所 有制 学 説 の 引 き写 しで あ る。 筆i者は,現 代 の社 会 化財
産権 の理 論 を提 出 しf論 証 したが,そ れ は古 典 的 な封 鎖 式 所 有 制学 説 の更 新 で
あ り,し たが って国 有 財産 権 改 革 の構 想 にお い て,現 今 流 行 の観 念 と も異 な っ
て い る。
筆 者 の考 え に よれ ば,国 有 経 済 の効 率 ・利益 とい う難 問 題 の主 な根 源 は,そ
の封鎖 性 に あ り,そ の非私 有 性 に あ るの で はな い。次 の よ うに述 べ て もよ い。
国 有経 済 は基 本 的 に は一 種 の封 鎖性 の経 済 で あ り,財 産 権 の等 価交 換 は な く,
労 働 の等 価 交 換 もな く,ひ いて は十分 実 現 した生 産 物 の等 価 交 換 もな く,そ れ
は,経 済 効 率 の増 大 や経 済 構 造 の最 適 化 を促 進 す るメ カニ ズム を生 み だ さず,
ひ とび とが効 率 ・利 益 を いか に切実 に大 声 で 叫 ん だ と して も,効 率 ・利 益 が現
れ るわ けで は ない,と 。それ ゆ え,国 有制 の趨勢 お よ び活 路 は,第 一 に開 放化 ・
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社会化 の実現 を速あ,そ れを全面的に市場 に入 れ,国 有お よび非国有 を含む多
元経済 が平 等で十分な競争を展開す る局面 を もた らし,多 元経済の競争 のなか
での消長 はというと,優 勝劣敗 のメカニズムによって決 めるのである。それ は,
東欧 ・ソ連 および西側 の一部 の経済学者の主張,た とえば,30年 か少 な くとも
20年 かけて,住 民が国有資産 を購入 し,私 有化等 を実現す るな どとい う主張 と
は異 な る。
わが国 では国有財産 の封鎖性 は,所 有権 と支配 ・使用権 の一体 と して表 れる
だけでな く,行 政権 と使用権 の一体 として も表れ る。こう して行政権 所有権
支配 ・使用権 は三位一体 とな り,支 配 ・使用権 は所有権 に従属 し,所 有権 は行
政権 に従属す る。 そのなかで鍵 となるのは,国 有資産 の投資が主 と して各級政
府部門,各 級官僚 によって決定 されて いることである。
しか しなが ら,国 有資産 の投 資決定者 と しての各級官僚 は,投 資 の リスクお
よび成功 ・失敗 に対 して,い かな る経済的責任 も負わない し,負 うことがで き
ない。彼 らが追求 す るのは,往 々に して職権 の及ぶ範囲での投資規模 の最大化
であ り,社 会的需要度 への適応 および原価 の高低 について,彼 らが関心 を もっ
ことはきわあて少 ない。投資規模が大 き くなればなるほど,生 産額 の増大幅 も
大 きくな り,原 価 の上昇 は効率 ・利益 の低下 を意 味す るが,原 価+利 潤 一定価
とい う価格制度 の下で は,原 価が高 くなればなるほど,生 産額 も高 くなる。生
産額 の大幅な増大 は,往 々に して官僚 の政治 的業績 とみなされ る。 しか も,た
とえ投資決定者 と しての官僚が と くに効率 ・利益 に関心 を もった として も,完
全 な市場 や正確な情報 がないのだか ら,彼 らが資金を比較優位 の方向に投資す
るのは難 しい。明 らかに,古 い財産権制度 は,国 有資産が高 い効率 ・利益 を獲
得す るよ うな使用を保証で きるいかな るメカニズムも条件 も,も っていない。
この制度 は,所 有権 の代わ りに行政権 を生 み,所 有権 の利益 および社会的物
質資源 の有効配分 に関係す る一連 のメカニズムの出現不可能 を もた らす だけで
な く,経 営 に対 す る行政権 の介入 を生 み,企 業 が独立 の主体 にな ることを難 し
くし,経 営 の利 益 に関係 す る一連 のメカニ ズムの生 成 の困難 を もた ら しもす
る。
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国有財産権 の改革 の目標 は,封 鎖式 の国有制 を開放性 ・社会化 の国有制 に変
え ること,財 産の使用機会 の平等を達成す ることであ り,所 有権価格(収 入)も
生産物価格,労 働価格 と同様 にメカニズムとな り,社 会 的物質資源の合理的で
有効 な配分 および使用を もた らす。 そのたあに採用 しなければな らない根本的
措置 は,以 下のとお りであ る。
一 一一国有財産の所有権 と行政権 とを分離 す る
。 われわれは,「 財産権社会化」
の理論 のなかで,財 産の支配お よび使用,す なわち占有権 あるい は経営権 と所
有権 との分離を財産権社会化の鍵 とみな した。 これ は,私 有制 および国有制等
に対 して適用 され る概括的見解 であ り,国 有財産 の社会化 にっいて言えば,こ
の分離 は,所 有権 と行政権 との分離を前提 に しなければな らない。所有権 と行
政権 との分離 は,次 の ものを含 む。A所 有権 と政府の社 会経済調整機能 との
分離。後者 は,そ れぞれの経済 主体 を超 え る各種 のそれぞれの利益 の調整者お
よび調節者であるが,前 者 自身 は利益 の主体であ り,し たが って分離 せざるを
えない。B所 有権 と工商業 の行政管理 との分離。後者 は,経 済 主体 を超え る
若下の行為規範の管理者であるが,前 者 自身 は行為の主体で あ り,し たが って
分離 しなければな らない。C所 有権 と国家財政 との分離。後者 の機能 は政府
予算 の収支 によ って決 ま り,予 算収入 の来 源 は,税 収 にあ り,利 益 の獲得 に は
関係 な く,前 者の機能 は,ま さ しく利益の獲得で あ り,分 離の必要性 もまた明
白である。
以上三 っの分離 は,も はや所有権 を行政権 に従属 させず,も はや経営権 を所
有権 に従属 させず,所 有権 と経営 はいずれ も独 立の主体 にな る。
それゆえ,行 政権 と分離 した独立 の国有資産管理機構が必 要であ り,こ の機
構 は もはや財産 の具体 的運営 には従事せず}国 有資産 は真の企業 としての投資
会社 に運営を委託 しなければな らず,投 資会社 は相 当数な ければな らず,そ の
運営 は十分 に競争的であ り,独 占を排除 しなければな らない。 この運営行為の
目標 はま った く単純 かつ明確 であ り,投 資 リスクの最小化 および効率 ・利益の
最大化で ある。 この 目標の実現 は,企 業 の効率 ・利益の様変 わ りを意味 し,し
たが って社会経済の調整 ・安定 と効率 の増大 を意味す る。
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一一 経営 と所 有権 との分離 の深化。行政 と企業 との分離 が改革 にお ける難問
題 の一つ にな る理由,原 因 は,財 産所有権が行政権 と分離 していない ことにあ
る。 それゆえ,所 有権 と行政権 との分離 が真 に実現す るにっれて,も はや行政
権 は所有権 に取 って代 わ ることはな く,し たが って所有者 として経営 に直接 に
介入す ることも難 しくな る。 こうして,行 政 と企業 との分離 経営 と所有権 と
の分離 もまた実現 す る。 しか しなが ら,経 営 と所有権 との分離 は深化 させなけ
ればな らない。請負制 もまた,経 営 と所有権 との分離 を含むが,ま だ不完全 な
分離(す なわち所有者が経営に属する機能をまだ担う),期 限付 きの分離 未深化 の
分離 であ る。つ まり,そ れはまだ財産権 の社会化 の完全な形態ではない。財産
権改革 は,こ の分離が深化 に向か うことを推進 しな ければな らない。条件 が成
熟す るにつれて,無 期限 の分離 に到達す る。現代 の株式制 は,こ のよ うな形態
に属す る。
以上 の根本的 な改革 は,そ れ相応の より具体 的な改革 および協力,た とえば
財政 と税収 の制度 の改革,金 融 と外国為替 の制度 の改革を必要 とす る。その他
に,財 産権改革 はまた土地財産権制度 の改革 を含む。 ここで はとくに都市 の土
地制度,財 産権制度 の改革を指摘 してお きたい。
ここで重点的 に述べておかなければな らないことは,以 下の ことであ る。封
鎖式 の計画 はまさに国有財産の封鎖式所 有権 に照応す る もので あるが,そ れ自
体 は封鎖式所有権概念の内包であ り,し たが って,封 鎖式 国有制の改革 は,同
時 にまた封鎖式計画制度の改革を含 む,と 苗って もよい。
4社 会経済の組織構造 の更新
伝統的社会主義 の社会経済の組織構造 は,ほ かで もな く行政 システムの 「縦
線」と 「縄張 り」[原文は"条 条"とK挟 挟"ユとが組成す る封鎖式 で 「官本位」の
構造 に依存 して いた。生産物価格制度,労 働制度,財 産権制度 の改革 と社会化
の実現 にともない,こ の古 い構造 は更新せ ざるを得な くな り,三 大社会化 を土
台に,企 業制度,rfj場 システム,政 府機能の三者 によ り組成 され る現代的な社
会経済 の組織構造 を建設 す ることにな る。 こうしては じめて,社 会化経済の発
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展 に適応で きる。
この組織構造 のなかで,企 業 は独立の経済主体 にな り,そ の経済行為 は,国
の法律 に合致 し,競 争 のルール と市場秩序 を遵守 し,一 般的な工商業行政管理
を受 け入 れ,ま た政府 のマクロ機能 と協力 しなければな らない。 しか し,行 政
システムの 「縦線」3「縄張 り」あ るいはある行政単位 に隷属 した り,な ん らか
の局級,部 級 な どの行政等級を もってはな らない。
わが国 の国有企業が 目下一般 的に実行 していることは,ま だ請負経営責任制
であ る。 この形式 において,経 営 と所有権 との分離 は,不 完全であ り,期 限付
きであるが,い わ ゆる不完全 さは,行 政権 と0体 とな る所有権 が経営 に属 す る
機能 を担 うこと(「統」),単 純 な所有権 にな らな いことを指すだ けでな く,請 負
の 「基準数量」,す なわち請負人の経済行為 を計 る尺度 は,市 場 の統一 的尺度 で
はな く,発 注者 と請負人 との1対1の 協議 の1件1尺 度 である ことを指 して も
いる。 この不完全 な期限付 きの分離 は,実 際 には企業 によ る損益 自己責任を不
可能 にす るだけで な く,い わゆ る 「鞭 を打てば牛 も速 く走 る」 こと,短 期 の行
為 など もまたそれ によ って生 まれ る。請負制 は,市 場 の未形成 とい う特殊 な歴
史的条件 の産物であ り,い わゆる1対1の 協議,1件1尺 度等々 は,非 市場 ある
いは半市場 の状態 に適応 す る。 それゆえ,三 っの社会化および市場 の形成 にと
もな い,請 負制 か ら株式制への移行 は,不 可逆 的な趨勢 になる。
財産権社会化 の ミクロ表現あ るいは ミクロ形式 と しての現代の株式企業 は,
メカニズムの比較的完備 した形式であ るだけでな く,労 働 に対 す る資本所有権
の直接 支配 を揚棄 し,労 働 と所有権 の関係 において比較的進 んでいて,そ れは
いささかの発展および変化 を経て,社 会主義 の追求 す る価値 目標 と完全 に一致
し,現 代 の新型 の社会主義 の主要 な企業 モデルの一 っになることがで きる。
この企業 において,財 産 の所有権 は多元的 にな り,そ れ は国有株 を受 け入れ
ることがで きると同時に,個 人株,各 種社会団体 および集団 の株 を も受 け入れ
る。
株式制 とい う形式 をよ り普遍的 に採用後 も,ミ クロ経済 は依然 と して多様 で
あ り,少 数 なが ら国家が直接 に経営 する企業 あ るいは請負経営 の企業 も依然 と
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して存 在す る。株式制 は主 として大中型企業で あり,中 小型企業 とくに小型企
業 は,集 団企業あ るいは協 同企業,共 同企業,私 営企業および個人企業 であ る。
5深 層 システムの改革 について
1984年,中 国 の経済改革の重点 は農村 か ら都市 に移 り,都 市 を重点 とす る全
面 的改革の進行後,ひ とびとは常 にシステム改革 あるいは組合 わせ改革 に言及
す るようにな った。その後,と くに1988年 以後,ひ とびとは常 に深層改革 ある
いは深化改革を提起 した。 しか し,ど のような改革 が深層 改革であ り,シ ステ
ム改革 なのか,明 確 な答え はまだないよ うであ る。中国 の一部 の経済学者 は,
かつて どれか一 っの改革 あ るい はい くつかの改革 を重点的に行わなければな ら
ない としたが,さ まざまな意見の討論 を経 て,こ こで提出 した問題 に言及 す る
よ うにな った。
そのなかで比較的明確 な見方 は,ひ とつ は,企 業改革 が鍵だ と考え,ま ず第
一 に企業 に十分 な活力を与 え,そ の上で活力 ある企業 によって市場 を形成す る
必要が あると提起 した。いまひとっは,価 格改革 を重点 にすべ きだ とし,価 格
税収,財 政,金 融な どの側面 の改革 の組合わせを考えた。
筆者 の考えで は,ま ず企業 に十分な活力 を与 え,そ の上 で企業 によ って市場
を形成す るという構想 は,実 現不 可能であ る。物価制度が まだ全面 的に改革 さ
れてお らず,生 産物価格がゆがんでお り,生 産者間の不等価交換 とい う条件の
下で,企 業 はどうして十分な活力を もっ ことがで きるであろ うか。労働制度が
まだ深 い改革 に入 ってお らず,労 働市場 がまだ形成 されてお らず,労 働者 と企
業 の間の双方向の選択が まだ普遍的に実現 してお らず,報 酬 と労働 とが対応 し
てお らず,ま た収入 と貢献 とが 「さか さま」 とい う条件 の下で,企 業 はど うし
て十分 な活力を もっ ことがで きるで あろうか。財産権制度 の改革 がまだ深化 し
てお らず,経 営 と所有権 とがまだ一歩進 んで分離 してお らず,企 業 が資金を支
配 し使用す る決定権 がまだ完全でな く,規 範 もな く,政 府の直接介入 が避 け ら
れない とい う条件 の下 で,企 業 はどうして 十一分 な活力を もっ ことがで きるで あ
ろ うか。
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企業が真 に損益 自己責任の主体 になるとい うことは,政 府機能 を ミクロの分
野 か らマ クロの分野 に移 す ことを前提 にす るが,政 府機能 の このよ うな移転
は,完 全な市場の形成 を条件 とす る。形成 の完了 した市場 がなければ,政 府 は
完全 な市場 の情報 を自己の行為の客観的根拠 にす るすべがな く,市 場 メカニズ
ムによ って企業の行為を導 くことも語れ ない。政府 の介 入が な く,市 場 の指導
が欠 けている以上,企 業 には失調現象 あるいは混乱現象 が出現 す るであ ろう。
したが ってy企 業改革 は,市 場 の形成 と離れ て,孤 立 して進 む ことは不可能で
あ り,こ の過程 を超 えて成功 を収 めることなど不 可能 である。
実質 上,三 大基礎改革 は同時 に企業改革であ り,企 業制度の深層改革 であ る。
なぜ な ら,企 業制度 の基礎 は,ほ かで もな く,労 働制度,財 産権制度お よび生
産物定 価制度 であ り,三 大制度 の改革 は また企業 改革 だ けで はな いか らであ
る。 すでに指摘 した ごと く,そ れ は市場 システムの建設で ある。 なぜな ら,市
場 システムは生産物 市場,労 働 市場,財 産権 市場 によ って構成 され るか らであ
る。 それ はまた,政 府 がマクロ経済機能 を具備 す ることであ り,政 府 のマクロ
経済 の意図 も完全な市場情報 に依拠 せざ るを得 ず,市 場 メカニ ズムの作用を通
じて実現 で きるのである。
筆者 の このよ うな見方 は,価 格改革 を重点 にす る主張 と一致 しているかのよ
うであ る。しか し,ひ とび とが言 う価格改革 はr生 産物価格 の改革 だけを指 し,
労働価格や財産権価格[の 改剃 を含んでいない。筆者 の考え によれば,生 産物
価格 制度 の改革だ けで,労 働制度 と財産 権制度 の改革 が同時 に行 われな けれ
ばy企 業 は依然 として独立の損益 自己責任 の主体 に真 になることはで きず,た
とえ価格 が全面開放 された と して も,企 業間に比較的正常 で十分な競争 はあ り
得ず,競 争的 な生産物市場価格制度 もまた相変 わ らず形成 で きな い。すでに述
べたよ うに,労 働制度 を改革 しな ければy就 業機会の平等 や報酬 と労働 との対
応 を もた らす ことがで きずr社 会的労働資源 の最適配分 を もっ ことがで きず,
労働効率 とそれか ら生 じる有効供給 の増大 の加速 を実現 で きず,効 率の増大 を
超 える消費の増大を除去で きず,消 費財 の需要 と供給 とのおお まか な均衡 を保
持で きない。財産権制度 を改革 しな ければy資 金 ・土地 の使用,機 会の平等,
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および収益 の使用 と リスクとの連結 を もた らす ことがで きず,社 会的物質資源
の最適配分 はあ り得ず,資 金 ・土地使用の高効率 とそれが もた らす有効供給の
増人 の加速 を実現 で きず,社 会的物質資源の濫用 ・浪費 ・流出を避 けることが
で きず,投 資 の需要 と供給 との均衡 を導 くことがで きない。
労働制度 および財産権制度 を改革 しなければ,イ ンフレの深層原因 を除去で
きない。西側 の経済学者 は,イ ンフレを一種 の貨幣現象 とみな して いるが,そ
れで は,わ れわれの このよ うな貨幣現象 の背後 の奥 に隠れてい る制度原因 を理
解す ることがで きない。国家 は行政 手段 を用いて需要 を緊縮 で きるが,そ れ は
一時的なゆ とりのある環境 を もた らし,改 革のための機会 と条件 を提供す るだ
けであ って,改 革 を通 じて イ ンフレの深層 の制度 的原因 を除去 で きな いな ら
ば,イ ンフ レは再現 し,さ らにはます ます烈 しいものにな る。
労 働制度,財 産権制度 生産物価格形成制度を改革 しな ければ,イ ンフ レの
原因 を除去で きないばか りか,社 会経済の効率 ・利益 の低下 の原因 も除去 で き
な くなる。 いわ ゆるイ ンフ レの深層の制度原因 は,同 時 にまた経済効率 ・利益
の低下 の深層 の制度原因で もあ る。 国家 は行政手段 を用 いて総生産額 の増大を
加速 で きるが,総 生産額 の増大 と同時に経済効率 ・利益 はかえ って低下 し,ま
す ます低下 し,あ るいは負 の効率 ・利益 を出現す ることもある。生産物価格制
度の改革 と同時 に,労 働制度,財 産権制度 を改革 しな ければ,こ のような状態
を根本 的に改変 で きない。
それゆえ,い わゆる深層改革 は,生 産物価格形成制度 労働(就 業,報 酬,社
会保障)制 度,財 産権制度 とい う三大基礎 の改革 を指 すはずであ り,い わゆ るシ
ステム改革 は,こ の協調的 に進行す る三大改革を土台 に,企 業制度,市 場 シス
テム,政 府機能を含 む社会経済 の組織構造 の更新を実現す ることである。 ある
いは簡単 に 「三改一新」 と言って もよい。
(訳者:中 村平八+柳 沢和也)
